
築のガイドラインと大学での活用状況と課題」をテ

ーマとして、学修ポートフォリオが学生、教員、職

員に十分理解されていない状況を打開するため、本

協会で研究した成果をガイドラインとしてとりまと

めた内容を紹介するとともに、一部の大学での活用

事例を紹介した。

四つは、「価値の創出を目指した問題発見・解決

思考の情報リテラシー教育モデル」をテーマとして、

問題発見・解決思考を目指した情報リテラシー教育

の改善案について理解の共有を進めるため、初年次

教育における分野共通の情報リテラシー教育の授業

方略、教材のイメージを紹介するとともに、文系、

理系、医療系、栄養系、被服系の専門教育と連携し

た授業モデルを紹介し、授業実践への可能性を意見

交流した。また、分科会終了後には、参加者のコミ

ュニケーションの場として情報交流会を行った。

３日目は、ICT活用による教育改善の取り組み事

例や構想、授業環境の改善について81件による発表

を五会場で展開するとともに、２日目と３日目にか

けて大学・賛助会員共同によるICT導入・活用を紹

介するポスターセッションを実施した。

第１日目（9月5日）

全体会
【第３期教育基本計画策定の審議状況】
高等教育政策の動向

筑波大学大学研究センター特命教授　
金子　元久　氏

第３期教育振興基本計画には、高

等教育の言及が少ないため、高等教

育の動きや政策の状況について述べ

る。

未来投資会議が設置され、給付型

奨学金、教育無償化論、働き方改革、

人づくり革命等の高等教育に関わる

問題について議論している。その一方で文部科学省

の中教審では、将来構想部会や制度・教育改革ワー

キンググループにおいて、新しい議論が行われている。

最大の問題は、新しい時代に応じた高等教育の質

についてである。今、高等教育に対して社会全体が

不満・不信を持っているが、一貫性のある政治目標

になっていない。

日本は1990年代以降、変革への圧力があるが、

その焦点が明確ではない。AI(人工知能)は非常に重

要ではあるが、高等教育全体への影響、例えばAIに

必要な人材の能力や規模はわからない。産業構造や

就業構造が変化し、多くの職業の需要が減る可能性
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本大会は、「学びの質向上を加速する取り組みと

ICT活用」をテーマに、以下の開催趣旨に基づき実

施した。

「大学改革実行プラン」の最終年度を迎え、教育

の質的転換に向けた改革行動が急がれている。他方、

政府では、平成30年度から５年間の教育政策の基本

方針と目指すべき主な取り組みについて、「第３期

教育振興基本計画」の基本的な考え方の審議経過を

公表した。その中で予想される社会の変化、国際的

な教育政策の動向を踏まえ、大学教育については三

つの方針に基づく教学マネジメントのPDCAサイク

ル強化の取り組みを進め、教育の質向上を図り、学

生の問題発見・解決能力を育成していくことが重要

とし、学生が主体的に学修するアクティブ・ラーニ

ングヘの展開など、教育の質向上の観点からICTの

利活用を積極的に推進する必要があるとしている。

三つの方針策定の一体化が法律で義務化されたこと

を受けて、入学から卒業までの教育施策及び教育活

動の実質化が要請される中で、成果の検証・改善を

通じた教育の質保証への取り組みが課題となってい

る。そこで本大会では、学びの質向上を加速する取

り組みを振り返る中で有効性及び課題を整理し、効

果的に進めるためのICTの活用方策等改善に向けた

今後の方向性を探求することにした。

１日目の「全体会」では、向殿政男会長（明治大

学）の開会挨拶の後、平成30年度以

降の高等教育政策の動向、教育の質

保証に向けたアセスメント改革と評

価の観点・尺度の開発、プレ・ディ

プロマサプリメントを活用した学修

過程・成果の可視化についてICT活

用の取り組みを情報共有した上で、

教育改革で学生の何が変わったかを点検するシンポ

ジウムを行った。また、学修指導を学生一人ひとり

に支援する仕組みみとして人工知能を用いた教育シ

ステムの開発と、学力の３要素を深化・発展させる

大学教育改革の課題とICT活用の将来像について理

解の共有を図った。

２日目の「テーマ別意見交流」では、ICTを活用

した学びの質向上を加速する方策や情報教育の改善

を探求するため、テーマ別に四つの分科会に分かれ

て意見交流した。

一つは、「アクティブ・ラーニングにICTとモバイ

ルを活用した取り組み」をテーマとして、学生の学

修がモバイル中心となっていることに鑑み、モバイ

ルを活用した授業改善の理解を深めることにした。

二つは､｢学修成果可視化に向けたIRの取り組みと

課題｣をテーマとして、エンロールマネジメントの

観点から学生の成長を可視化するIRの手法と取り組

み体制及び普及推進の課題認識の共有を図った。

三つは、「学修ポートフォリオシステム活用・構

平成29年度 教育改革ICT戦略大会 開催報告

4
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がある。将来を明確に見通せなく、社会は多様化と

流動化している中で、大学は何が長期的な焦点かを

見極める必要がある。それには大学全体の視点、個

別の大学人の視点が必要である。

日本の大学は大きな転換点に立っている。就学率

について、約30年周期で１つのサイクルがある。最

初の大衆化である1960年〜75年までは、高等教育

が急速に拡大した後、これがいったん抑制され、90

年代からは第２の拡大期に入り、18歳人口が減少す

る中で四年制大学の就学率が上がった。現在は５〜

８年、就学率が停滞している。18歳人口は、これま

で少し横ばいであったが、これから少し下がる。こ

の新しい第３期への対応が現在問われている。

第３期には、三つの問題がある。一つはこれまで

の発展で蓄積された問題や矛盾（例えば、学生の学

修の質）、二つは新しい社会への対応、三つは新し

い21世紀型高等教育の構築である。

蓄積された問題としては、大学教育の密度の低さ

や学生の学修時間が少ないこと、大学教育と職業と

が乖離していること、大学組織が硬直化しているこ

とである。また、社会的な需要の変化と産業・職業

構造の流動化・多様化という社会環境の変化に、大

学はどのように対応していくのか、加えて教育需要

と公的負担の能力のギャップという問題もある。

専門職大学の議論の過程で、産業団体から大学は

職業を重視すべきというが、どの様な人材が必要な

のか、専門職大学の卒業生を本当に雇用するのかと

問うと、必ずしも答えが明確ではない。大学の問題

はこの様な矛盾の中にあり、それにどう応えるかで

あり、そのための戦略、考え方が必要である。

大学に対する不満は非常に高い。これに対して、

政治はポピュリスト型の政策にならざるを得ない。

これに対して、文部科学省や審議会は蓄積された問

題を対応しようとしているが、政治的関係性の中で

将来の方針が立ちにくい状況にある。基本的な本筋

は、質的強化に向けた構造改革であると思う。

一つは、組織改革又は学位プログラム化、教育の

目的とその方法等を明確にすることである。学生が

何を必要としているかという側に立つ組織形態を作

ることが重要である。

二つは、それに対応した質的保証が必要である。

認証評価制度を具体的に実質化することが課題であ

る。さらに、学生の学修状況等の教育・学修課程の

可視化が必要である。特に重要なのは、大学が教育

資源をどの様に教育に投入しているかであり、驚く

ほど実は把握されていない。

三つは、社会人の大学教育への参加である。教育

振興計画の一つのテーマとなっているが、具体策が

出てこなかったので、これからどのような具体策を

出すかが問題になる。

四つは、大学のガバナンスである。特に大学教育

の質保証に関して、大学教育職員の働き方や評価が

話題になってくる。それに関って大学統廃合の促進

も大きな課題になる。

重要なのは、重層的能力の形成が必要で、大学教

育と学生の一生を結びつける媒介は、学術的な知識

や職業知識ではなく、様々なコンピテンス、自己認

識で、自分をどう考えるかということが基本的な問

題なのではないか。
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教育方法について、参加型教育（アクティブ・ラ

ーニング）は自己目的化する傾向にあるが、実はそ

うではない。社会の方は、実際の職業に接すること

が非常に大きな意味があると考えている。そういう

意味で、国際化と実際の職業との接触は、教育方法

を考える上で重要である。また、大学組織の見直し

も柔軟化も非常に重要な点である。

最後に、政策、社会の変化など、見通しが非常に

つきにくい。個々の大学が状態に合わせて、何を選

択するかが問われる時代であり、行っていることを

どのようにフィードバックするのかが重要である。

情報が重要なのは、自分の立場を把握し、自分が

していることをよく知ることができるからである。

しかし、情報それ自体に注目しすぎると肥大化し、

これに多くの時間を使う大学も多い。重要なのは、

情報の使い方についての方向性を持つことである。

近年、ビックデータの蓄積法やビックデータの分析

方法などがあるが、前提や一定の仮定がなければ有

効に使えない。大学教育の拡充は一つの基本線であ

るが、多様性、流動性に情報をいかに使うかが肝要

である。情報を鵜呑みにするのではなく、それをど

の様なコンテキストで使うのかについての目的意識

が必要になる。

【質疑応答】
[質問]大学の教育という側面とは別に、大学である

以上、研究者が教育をするという視点から、何か

つけ加えることはないか

[回答]国際的にみても、日本では大学教員の研究志

向が非常に強い。研究と教育との相対的な位置を

もう一回考える必要がある。大学の種別を分ける

のは難しいが相対的に何を重点とし、機関として

少なくとも何を保証するのかを明示せざるを得な

い。私立大学も国立大学も勤務時間はほぼ同じで、

研究・教育のバランスもほぼ同じである。アメリ

カでは、大学によって大きな差がある。常勤より

非常勤講師が多い状況や私立大学の人件費を考え

る時、これは大きな問題になると考えている。

【教育の質保証に向けたアセスメント改革と実践
的な取り組み】
産業界と協働した評価の観点・尺度の開発と
ICT活用

関西国際大学理事長・学長　　
濱名　　篤　氏

ディプロマポリシーでは、５つの

コンピテンスと専門的知識・技能の

活用を到達目標に掲げている。この

到達目標に対するルーブリック

（KUIS学修ベンチマーク）がある。

最初の５つの力は、半年に一度、学

生の自己評価をベースに、アドバイ

ザーと対話し、チューニングをしながら点検評価を

行う。専門知識、技能については、２年修了段階で

到達確認試験、３年修了段階で4年になるための成

績の基準と取得単位数の下限があり、最終的には卒

業研究で点検評価する。２年の到達確認試験は、既

習の専門必修科目を出題範囲としているが徹底して
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いない。再試験で３年終了までに６回受けた学生も

あり、専門基礎知識の定着を目指している。

中教審のワーキンググループで提供する話題の一

つが、ディプロマポリシーの評価体制である。評価

の位相は概ね３層構造であり、大学全体、学部学科

レベル、学生個人の評価があり、卒業研究、到達確

認試験、KUIS学修ベンチマーク、卒業要件の４つ

で構造化したアセスメントを実施している。

評価の仕組みとして、知識の獲得は、GPAと到達

確認試験で確認を行い、自らの知識の修得度を自己

管理させる。汎用的能力の獲得は、KUIS学修ベン

チマークで自己評価し、その根拠・理由を記述し、

それを基に教員が面談を行い、他者評価を交えた評

価を蓄積する。この時、学生の自己評価が甘い場合

は評価を下げ、厳しすぎる場合には評価を上げる。

全体で10〜20％をチューニングする。その際、ル

ーブリックを活用することで、何ができて、何がこ

れからの課題かを自己説明できることが必要である。

日本の大学教育の大きな問題点は、週に授業が10

科目以上ある。教員は担当授業以外の授業を学生が

どのように履修しているか、大半は把握していない。

つまり、横の連携が全くない教育を学生が受けさせ

られている。また学生がどの様に評価されているか、

何が課題なのか教えていない。これでは社会から信

頼されないと思う。

様々なスキルを中心としたコモンルーブリックを

使うと、ライティングの何が重要な観点か、何が強

みで弱みなのかを学生がある程度把握できる。学生

自身の自己評価能力が高くなると、何が課題かも分

かる。学期末に学年ごとにリフレクション・デイを

設けている。成績表とレポートや試験の答案もPDF

化して返却し、自分の何が評価されて良い成績なの

か、何が課題なのかを理解させる。

ルーブリック評価の課題は、手間がかかること、

ルーブリックを作成すると安心してしまうが、作成

するだけでは評価のバラつきは修正できない。継続

的に評価者間で誤差を調整し続けることが必要。ど

ちらかの評価に合わせるのではなく、評価の観点の

相違を認め合わなければ（カリブレーションブ）ル

ーブリックを使った評価を厳格化できない。

インターンシップにおけるルーブリック活用につ

いて、企業と協同で取り組んでいる。産業構成の職

業構造が変わっていくとマイケル・オズボーンの予

想があたれば49％の日本人は将来失業する。大学と

しても産業界の人と評価に対するチューニングが必

要である。

そこで、本学では産業界と協働したインターンシ

ップの開発と実施による評価のあり方を改善するた

めの事業をAP型インターンシップと呼び、次のよ

うに定義づけている。一つはルーブリックを使用し

て評価すること、二つは評価基準を伝えて企業が評

価すること、三つは評価のチューニングを行うこと

である。

企業が掲げた問題に対して、学生目線を活用する

問題解決型のインターンシップを行う。当初、ルー

ブリックは事業所ごとに作成せず、外部評価者の助

言からKUIS学修ベンチマークの幾つかの項目を使

った。2017年度には、インターシップルーブリッ

クとしてカスタマイズした。これには社会人基礎力

の前に踏み出す力、チームで働く力を加えた。

教員がインターシップに参加した学生に関われる

ように、リフレクションカレッジというシステムを

開発し、毎日の学生報告を教員が指導する。インタ

ーンシップ報告会等でカリブレーションする。学生

と企業が個別に評価しても駄目である。何故４なの

か、何故２なのかを互いに説明し、それを聞いて評

価を修正するのがカリブレーションである。このよ

うな産業界との協同により、評価する人、評価され

る人という関係が変わる。

その結果、早期内定者にはAP型インターンシッ

プの経験者が多い。PROGをみると、リテラシーは

インターンシップ経験の有無によって綺麗に分かれ

ない。コンピテンシーは実践力などの項目で上がっ

ており、一定の学修効果に繋がっている。

本取り組みは経営学科から始め、人間心理学科、

教育学部にも拡げる。今年度中に、教員の負担軽減

策として、キャリアチューターというサポート体制

を充実する。今後は、既存のプログラムを強化し、

リーダーシップトレーニングを行った学生にサポー

タとして参画させる。さらにインターンシップの実

施から評価までの流れを再考し、事前学修、インタ

ーンシップ、事後学修、報告会だけでは不十分なの

で、再度、リフレクションの機会を与えて、体験に

よる学びの定着を狙いレポートを課すことにしている。

昨年度から４年間の学修計画表であるラーニング

ルートマップを作らせている。これは、最終出口を

考えて、就職活動の時期、インターンシップの時期

等をナビゲーションできるマップを学生に作成させ

るプロジェクトである。AP事業の最終年度には、

「就職に強い関西国際大学」を事業目的に掲げている。

これからの人材育成の課題は、課題解決力、実務

解決力が言われている。今、各大学の就職率は高く、

選ばなければ仕事がある。今後を考えると、高い専

門性が必要とされる職業、人間にしかできない職務

内容を除いて、構造的な転職が不可避である。卓越

大学院を出た高度専門職なのか、それとも次の状況

に適応できる汎用的な基礎力を身に付けた人材なの

か、あるいは、両方なのか。

関西国際大学は、将来困らないように汎用的能力

を身に着けさせる。その必要条件として、日本の大

学が求められるのは教育力の可視化である。３つの

ポリシーが義務化されたが、学修成果の可視化が不

十分である。多元的・重層的な評価を行い、どの程

度、成果が上がれば十分なのかを考える必要がある。

そのような中で、AP事業でKUIS学修ベンチマー

クのチューニングや修正を行っている。企業からは、

知的好奇心は別に必要ないと言われる。大学人から

見るとこれは疑問である。この部分をチューニング

する必要がある。

専門知識の活用能力の測定について、到達確認試

験を答えが一つでない問題にする。新しい共通テス

トの思考問題の素材が駐車場の契約書である。貸借

契約書は、どこの国語の教科書にも掲載がない。つ

まり学習指導要領が何々できるという方向に変わっ

た。英語も同様である。初中等教育が変り、あと数

年でその教育を受けた学生が入ってくる。

新しい教育を受け、その様なテストで測れる学生

が入学してきた時に、どの様な形で知識の活用能力
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を図り、学修成果を把握するのか。到達目標が達成

できたかどうかをアセスメントし、カリキュラムポ

リシーの検証と、それを受けての改善を今以上に行

う必要がある。

【質疑応答】
[質問]インターンシップの事前学修と事後学修につ

いて

[回答]事前準備も事後のレポートに至るまでが一貫

した流れである。事後学修の場合は、その後履修

する科目との繋ぎまでを行う。

[質問]ラーニングルートマップを書かせる時期と書

かせる時の説明の内容について

[回答]ラーニングルートマップは、１年生の後期の

末までに行う。当初は、後期の初年次教育科目の

中で行っていたが、３つのポリシーを公表する段

階で、評価と実践という科目を作り行っている。

本学は、全データを入学前も含め一元管理してお

り、評価と実践に関わる様々な情報を提供して評

価させている。評価とは何か、社会はどの様に人

を評価しているか等も教える。

[質問]体験レポートは学びの定着に非常に有効と思

われる。体験レポートに書かせる内容については

[回答]AP型インターンシップ自体は、ＰＢＬをグル

ープワークで行い、プレゼンテーションを我々の

前で行う。それに対してコメントし、課題を指摘

する。それを踏まえてもう一度考えさせ、体験し

た気づき、コメント、課題への回答についてレポ

ートさせる。

[質問]失敗を恐れる、挑戦しない学生について、企業

から問題意識、あるいは大学への要求があるのか

[回答]産業界といっても、中小が多いので、概ね温

かく見守って頂ける。プチ失敗は歓迎と言ってい

る。うまくいった、いかないよりも、失敗するこ

とが一番である。

[質問]失敗を経験させる教育の機会について

[回答]面倒見のよい大学が良いかは悩ましい。どこ

かで気づかせ、自己評価能力を高めたい。社会に

出て、評価に対する免疫性がないのは困る。

【卒業時における質保証の取り組み強化を目指し
た試み】
プレ・ディプロマサプリメントを活用した学修
過程・成果の可視化とＩＣＴ活用

東京都市大学副学長・大学戦略室長　
湯本　雅恵　氏

学生が自ら作った大学なので、建学の精神を活か

して教育改革を行うことを基本構想としている。

ディプロマサプリメントは、ヨーロッパで活用さ

れている成績を裏付ける制度である。

日本の場合、大学の成績自体を企業が重く見てい

ないので、成績表と重複するような情報であったら

意味がない。そこで、学生の伸び代を感じられる成

績表にしようと議論を始めた。３年次の時までの成

績を伝えてないと意味がないので、３年次が終わっ

た段階で、このディプロマサプリメントに該当する

ような成績表を発行する。また、２年次、１年次が

終わった段階でプレ・ディプロマサプリメントを発

行し、それを活用して学生が自らPDCAを回すプラ

ンである。

最終的な学修目標の設定は、まず、入学時点でキ

ャリアガイダンスの中で、キャリアポートフォリオ

の一部として、将来の方向性について目標設定をさ

ディプロマサプリメントアウトプットイメージ
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せ、科目を選択させる。ｅポートフォリオに学生の

活動内容、成績等が蓄積される。意欲のある学生は、

ボランティア等の活動や、グローバルを意識して１

年次から英語の資格試験にチャレンジしようとす

る。そのような学生をｅポートフォリオとして、全

て記録に残すことができるシステムにし、毎学年終

わったところで、プレ・ディプロマサプリメントを

発行し、最終的にディプロマサプリメントを発行す

る設計にした。

サプリメントの構成は、リテラシー、コンピテン

シー、語学力、基礎学修力、専門学修力、専門実践

力の６つの評価軸でレーダーチャート化している。

リテラシー基礎力、コンピテンシー基礎力について

は、PROGを毎学年受けさせて記録に残す。語学力

は、TOEIC等の業者テストを記録する。基礎学修力、

専門学修力はＧＰＡを基本的に使う。成績の付け方

の平準化を図るため、FDを２年間行っている。専

門実践力は、実習、実験、事例研究、卒業研究をル

ーブリック評価している。文系の学部も卒業研究は

必修にしている。学生に対しては卒業研究の着手時

に、ルーブリックの意味を伝えて、ピアレビューを

行う義務があることを指導する。これを使って、自

己評価、他者評価、教員評価、外部評価を行う。と

かく外部の技術関係者は成果に対して評価しがちな

ので、取り組みのプロセスなどの評価も含めて依頼

しないと成績がつかない部分もある。１年目に全体

的なデータを出して見たが、厳しい成績をつける学

科、伸び代を評価する学科などにGPAの点数にバラ

ツキが見られたので、これから平準化の調整を行っ

ていく。

ディプロマサプリメントを通じて、学生がどうい

うところを４年間頑張って、何ができるようになっ

たかを伝えられるようにしたい。

専門がはじまると１年に入った時の将来設計と変

わってくることもある。そういうことに対してクラ

ス担任やアドバイザーが、学生と面談しながら、次

の目標を設定し、学生がPDCAを回していけるよう

に設計した。来年度以降は、Web上から学生自身が

ｅポートフォリオに書き込んだものを、クラス担任

がチェックしてアドバイスをメールで送れるように

なる。当然ICTを大前提に設計しているが、まだ具

体的な形になってきていない。今後は、カリキュラ

ムが社会のニーズにどれだけ応えられているかを就

職先の企業やOB等にアンケート調査して外部評価

を行う。その結果を踏まえて、カリキュラムやコン

ピテンシーを修正する。

【質疑応答】
[質問]クラス担任がどのくらいの学生を担当して、

どのくらいの時間をかけてフィードバックをされ

ているか

[回答]クラス担任は10人の学生を面倒見る程度。面

談は各履修の時期に、短い学生は５分、10分で相

談を終わるが、問題を抱えている学生は30分、あ

るいは１回で終わらないで何回も面談をしてい

る。３年次までは同じ先生が学年を引き継ぎ、４

年次になったところで、今度は卒業研究の指導担

当者がそれを引き継いでいる。

[質問]レーダーチャートの５つの項目の中にGPAで

評価される項目が２つ入っていた。専門実践力、

専門学修力については、学年が進むにつれて科目

が変わる。１年生で成績悪かった、２年生で

GPAは上げるようにとか、科目が変わっていく

のでどのように指導されるのか

[回答]GPAと書きましたが、学生が頑張ったという

ことが形に残せるということが見えてきたので、

GPで行うことにした。

【シンポジウム：教育改革の成果を点検】
教育改革によって学生の何が変わったのか

創価大学教育・学習支援センター長　望月　雅光氏
玉川大学教学部長　　　　　　　　　稲葉　興己氏
多摩川大学経営情報学部教授　　　　今泉　　忠氏
上智大学理工学部教授　　　　　　　田村　恭久氏

現在の大学では、アクティブ・ラーニングなど

様々な教育手法を導入した教育改革が盛んである。

しかし、それらを導入した結果、本当に学生の学修

到達度は向上したのだろうか。本シンポジウムでは、

４名の先生に登壇いただき、現状の問題点や解決策

を紹介いただいた。

創価大学の望月氏からは、現状では、講義形式の

授業は多い方がいい、授業で指導を受ける方がいい

など、受身になっており、「学生の生徒化」が進ん

でいる。大学での学びが社会で活かされているかは、

４割が何等かの形で役に立っている。卒業後３年の

離職率は２割程度、10数年で半数が転職している。

教育改革の取り組みとしては、2014年文部科学省

の大学教育再生加速プログラム（AP）に採択され

ことで、アクティブ・ラーニングによる学修成果の

可視化を行った。評価対象の授業科目を設定し、ル

ーブリックを適用して３段階評価することで、４年

間における変化や伸びを観察できるようにした。ま

た、共通科目を対象としたラーニング・アウトカム

の測定を試みている。ただし、担当教員に任せてい

る部分があり、全体像が見えにくい。また、卒業生

を対象としたアンケート調査を継続的に行ってお

り、離職率などのデータが集積しつつある。

玉川大学の稲葉氏からは、現状では学修行動につ

いては、これまではコミュニケーションの活性化が

最も多かったが、平成27年度からは知識獲得、能動

的に学ぶ姿勢が増えている。授業中に学生同士の議

論は伸びている。また、CAP制16単位としているの

で、本来であれば授業外学修時間が32時間とれてい

なければならないが、５時間程度と増えていない。

教育改革の取り組みとしては、半期の履修単位数を

16単位とし、授業外学修時間を確保した。また、学

修支援を強化するため、専任教員の担当コマを10コ

マ（５科目）に設定し、それ以外の時間で学修支援

を強化している。さらに、全学科の開設単位数の上

限を149単位とし、教員の空き時間を確保している。

全学の卒業要件に「GPA 2.00以上」を加えるとと

もに、学期ごとにGPAが２を下回る学生には警告を

出し、警告３回で退学処分としている。最後に、

2014年度にAPに採択され、アクティブ・ラーニン

グの推進と学修成果の可視化を実施し、知識理解の

みではなく、通常の授業科目における汎用的能力、



態度・志向性を含めて評価している。

多摩大学の今泉氏からは、２年ほど前に設立した

アクティブ・ラーニング支援センターの成果が紹介

された。2016年度には29個（参加学生792名）、

2017年度には39個（同1,000名の予想）のプログ

ラムを実施している。これに際し、学生の主体性、

多様性、コミュニケーション能力、モティベーショ

ンの涵養を行っており、PROGからコンピテンシー

の平均値が高くなっている。

上智大学の田村氏からは、まずアクティブ・ラー

ニングを評価する際のルーブリックの成熟度につい

て問題提起があった。一般の教員はアクティブ・ラ

ーニングに不慣れであり、ルーブリックに基づく評

価自体にもトレーニングの必要がある。また、ルー

ブリックを用いた形成的評価を含む授業のPDCAサ

イクルがまだ十分確立していないという指摘があっ

た。別の観点として、学習活動履歴の分析と収集を

行う Learning Analytics が紹介された。これは学修

成果だけでなく、授業中の振る舞いやコミュニケー

ションの内容も分析し、学習者のスキルを測定しよ

うとする試みである。現在研究が進んでいるが、実

際の授業に活用するにはまだ時間がかかる。しかし、

教育の情報化により、学習者各自がタブレットやノ

ートパソコンを使うようになると、実用化が進むと

予想される。

以上のシンポジウムについて、参加者との意見交

流が行われた。以下に概括する。

①　アクティブ・ラーニングをはじめとする教育改

革で学生がどのように変容したかについては、授

業外学修時間は増えていない、学生の学修行動に

大きな変化は見られないが、能動的に学ぶ姿勢、

授業中に学生同士が議論する傾向が増えつつあ

る。しかし、学生にはやらされ感があり、生徒化

しており、主体的に学ぶのではなく、主体性を失

わせている面もあり難しい。

②　未来に向けた取り組みとしては、学生と生徒を

認識するために、初年次にルーブリックで点検さ

せ、主体的に取り組むことを意識づけることが有

効である。学生が学生目線で教え合い学び合いす

る仕掛けが有効である。アクティブ・ラーニング

に不適応な教員には、学生にSA研修して教員の担

当部分をサポートできる仕掛けが有効である。形

だけのアクティブ・ラーニングは授業評価で見抜

かれるので、教員自身が意味あることだと気づか

せることが重要である。

【学修成果の評価・検証を進化・発展させる新た
な取り組み】 
人工知能を用いた自己成長支援システムとポー
トフォリオの一体化

金沢工業大学情報処理サービスセンター
システム部長　高島　伸治　氏

本学は、宿題が多い大学でレポー

トや課題が頻繁に提示される。その

ために英語、数学など多数の学習セ

ンターを設置して学生の成長履歴を

ポートフォリオとして10年以上に亘

り蓄積し、修学支援を行っている。
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また、放課後、夏休みに学年・学科の枠を超えてチ

ームを編成し、モノ作りや地域の課題解決に取り組

むプロジェクト活動が盛んで、知識、技術力、人間

形成に繋がる経験を積ませる学習機会を推進している。

修学支援システムに人工知能（AI）Watsonを導入

するようにしたのは、卒業生約１万５千人のポート

フォリオのデータを用いて、学生一人ひとりに合っ

た成長支援を最適化する課題を解決するためであ

る。一つは教員による修学指導を年２回全学生にポ

ートフォリデータを用いて実施しており、「夢・目

的」を持つ、「目標」を明確にする、「計画」を立て

るといった学生の「行動」を促すアドバイスを目指

している。二つは、学生７千人の内、プロジェクト

活動への参加は約３千人で４千人はプロジェクト活

動の存在を知らないか、参加してもすぐに辞めしま

うので活動のミスマッチをなくし、学習の機会を増

す支援を目指している。三つは、授業に社会人が入

り、学生とコミュニケーションすることで、相互に

刺激や気づきを得て世代・分野・文化を超えた共創

教育研究を推進することで、修学支援の複雑化に対

処していくことにしている。

開発中の自己成長支援システムのイメージは、学

生が成長したいと希望する目標（例えば、「ディス

カッションの仕事」、「地域連携プロジェクトへの参

加」、「リーダーシップを高める」、「英語スキルの向

上」）を実現するために、過去の学生ポートフォリ

オデータから類似した学生の学習行動を抽出し、学

習計画や学習行動などの体験データを用いてアドバ

イスする。具体的なデモとして、「ディスカッショ

ン」、「地域連携プロジェクト」では、AIで過去の学

生ポートフォリオデータから文脈に基づいた傾向分

析を行うとか、「リーダーシップを高める方法」で

は、テキストデータから性格診断を行い、機械学習

による学生の類似検索と検索結果の可視化と学生の

特性を抽出してヒントを提供する。「英語スキルの

向上」では、データマイニングのツールを用いて過

去の学生ポートフォリオデータから英語の学習行動

を抽出し、そのデータをもとに教職員が均質なアド

バイスをできるようにする。また、学生との会話を

自動化し、会話の流れから分析結果を提示する会話

生成にも取り組んでいるが時間がかかりそう。

これまでAIのプロジェクトを日本IBMと進めてきた

中で気がついたことは、AIを提供する企業側と利用

する大学側とで共通のゴールを見つけ、同じ価値観

でプロジェクトを進める必要があること、機械学習

させるのにデータを抽出して加工しなおす手間がか

かることから、必要な時に必要なだけデータが取れ

るよう業務システムの設計をすること、使いこなす

ための教職員のスキルアップ、学生の参画を積極化

させて新しいデータが取れるようにすること、AIが

導き出した答えを学生に提示するだけでは学生に響

かないので、分かりやすく感動的にアドバイスでき

るような成長シナリオの作成などが必要と感じている。

2017年８月１日から８月４日の４日間、専用の

ブースを用意して実際に学生に使っていただいた。

図の通り、画面の一番左が自分のデータ、その隣が

自分のポートフォリオから性格を診断した性格分

析、その隣が自分に似ている類似性の確率が高い先

輩の上位３名のデータ、その下に自分に似ている先



る。これからは ITベースの社会になって行く中

で、雇用も変わる、雇用の業種が変わることが言わ

れている。どういう形でもって人生で活躍していけ

るかということは、大学の教育の責任だと考えられ

る。

今、読売教育ネットワークというネットで

「2045年の学力」とは何かを連載している。

米国の未来学者レイ・カーツワイルによれ

ば、人工知能が人間を超えるのではないか、

シンギュラルティと言っている年が2045

年で、これを念頭に学力を論じている。

では学力とは何なのか。学力の３要素と

いう言葉が使われるようになったのは、

1990年代の終わりから2000年代にかけて

であった。一つは基礎的な知識・技能、二

つは思考力、判断力、表現力、三つは主体

性を持って多様な人々と協働して学ぶ態度

として表現されたのが、2014年12月の中

教審「高大接続改革」答申であった。

学力の３要素は学校教育法に規定されて

いるが、その中で主体性を持って多様な

人々と「協働して学ぶ」態度とは規定して

いない。主体的に学修に取り組む態度とし

ている。どこが違うのか。多様な人々と一

緒に学んでいく、あるいは働いていくことがこれか

らの社会で必定となるが、学校教育法では一人で主

体的に学修するとしている。多くの人達と議論する

ことによって創造的に考えることが肝要と思う。し

かし、議論をさせられているだけでは新しいことは

生まれない。本来は学生が学ぶものであって、学生

がイノベーションを起こすことが一番基本にあるは

ずと思う。

アクティブ・ラーニングだからと言って、グルー

プで議論させ、発表する仕方まで教え、それに参加

しているかどうかで評価している限り、ほとんど何

も変わらないと思う。黙ってばかりいる学生、中々

ついていけない学生達を個人としてどのように自立

していくかをバックアップし、個人の幸せに繋げら

れるかが重要と思う。一人でも多くの学生が社会に

貢献できるように学力の３要素を深化・発展させる

必要がある。これからの世の中を想定して、どうい

うスキル、知識を身に付けさせてあげればいいのか、

大学が考えなければならないし、何ができるかとい

うことが問われている。

それで高大接続改革ということがはじまった。こ

の間、入試センターが国語、数学の記述式の問題例

と英語４技能の問題例を公表した。例えば、報道で

は試験の方法などの困難さをとりあげているが、何

故「書く」と「話す」を新たに入れたのか、という

本質的な議論はほとんどない。しかし、高大接続改

革は現実の段階に入っており、2019年には高等学

校に高校生のための基礎診断が入る。そこでは英語

の４技能の基礎診断も行われ、2020年には大学入

学共通テストが現在のセンター入試に変わって行わ

れるようになる。

教育の外野席から見ると、今、社会がICTをベー

スに変わりつつある。第５期科学技術基本計画など

が走り始めていて、世界も本当に変わりつつある。

それに対応した教育をして卒業生を出してくれてい

４日間で体験した学生約350名にアンケートした

ところ、「自分自身が成長するための具体的なアド

バイスを必要としていますか」については、88％の

学生が必要としていると答え、自己成長支援システ

ムの考え方は間違っていないという思いがある。AI

が導いたアドバイスに対する満足度は、満足とやや

満足合わせて43％と過半数に達していないが、今後

システムを改善することで満足度をさらに上げてい

きたい。「自己成長支援システムを使って見てどう

だったか」については、「早く使えるようになった

ら嬉しい」、「人工知能を経験できたのは最新技術を

体験しているようで面白かった」という意見もあり、

次のシステムに活かしていきたい。

今後の展開としては、教学マジメント強化に向け

たポートフォリオ、レポートのAI活用、AIが「今日

どういう運動をした」などと学生のリアルタイムな

声の収集や情報提供に会話アプリを使えるようにす

ることや本学固有の辞書の整備を考えている。

最後に、データマイニング、AI技術、ポートフォ

リオデータの継続的蓄積は、高度な修学支援を通じ

た学生の成長だけではなく、大学の成長にも繋がっ

ていく可能性が見えてきた。

【真の学力を質保証する教育改革の課題】
「学力の3要素」を深化・発展させる
大学教育改革とICT活用

独立行政法人日本学術振興会理事長　
本協会副会長　安西　祐一郎　氏

18歳人口は1990年代の初めから

見ると半減近くになる。そういう中

で若い世代がどういう力を持ってい

かないといけないのか。そのために

大学はどういう卒業生を出すかとい

うことで評価されるべきだと思われ
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輩の上位100名を抽出表示し、先輩達の就職先、資

格の取得などの情報を表示している。自分のデータ

は成長したい姿に合わせてパラメータを修正し検索

すると、その条件に類似した先輩達のデータが表示

され、希望する進路に向けた学習計画の行動に向け、

参考となるアドバイスができるようにしている。

■自己成長支援システム（WEX-FC）



第２日目（９月６日）

テーマ別意見交流
分科会Ａ：アクティブ・ラーニングにICTと
モバイルを活用した取り組み
分科会Aでは、「アクティブ・ラーニングにICTと

モバイルを活用した取り組み」に的を絞ってシンポ

ジウムを開催した。

現状認識として、欧米の大学では、大学教育にお

いて、教員以外にも多くの教育スタッフがサポート

を行っている。しかし、日本では、教員が１人ですべ

てマネージメントせざるえない状況である。その中

で、世界の大学と競り合っていかなければならない。

そのため、分科会Aでは、教育を補助するために

「大人数授業でのICT活用、PCとモバイルを活用し

たグループ学修」などのテーマについて、関西大学

教育推進学部の岩﨑千晶氏と、専修大学の佐藤暢氏、
中京大学の宮田義郎氏から話題提供をしていただい

た。

年から高校３年の自習では、原因を分析する、結果

を認識する、歴史の見方を勉強するために因果関係

を分析することを項目に掲げて自習させている。し

かし日本の場合、例えば思考力の教育はほとんど行

われていない。因果関係の演繹推論、帰納推論など

の推論の仕方を身につけるには、それぞれトレーニ

ングの仕方が違う。それに適した例題、教科書、参

考書が揃っている必要があるがそれがない。世界的

に見れば高校までに身に付けておくべきだが、日本

はそれができていないので、大学でアクティブ・ラ

ーニングをやりなさいと言っている。

主体的な学びに標準的な方法はあるか。主体性を

持つというのは本人でなければできない。授業で、

主体性をもって学ぶにはどうすればよいか、６年間

フューチャースキルズプロジェクト研究会で実験し

ている。大事なことは専門の領域と関連付けて、主

体的に物を考えていくことができるかどうかが大事

だ。アクティブ・ラーニングの授業を専門の授業と

は関係なく実施していることを超えなければならな

い。専門の授業を担当する教員がアクティブ・ラー

ニングを身につけられるような授業をやって欲し

い。

ICTの活用については、意欲は出る、楽しいと思

うようになるが、成績が良くなるかというと分から

ないという結果が今のところ出ている。主体性をも

って学ぶというところだけではなく、本格的な知識

を学ぶということとドッキングして身についていく

のかが、問われる。それには思考力の中身に立ち入

る必要があると思う。例えば、仮説検証とはどうい

うことか、あるいは例を出してそこから一般化する

帰納推論とか、トレーニングをどうすればいいのか、

私立大学情報教育協会で企業の方と研究し、創って

いく必要があると思っている。ICTはこれからの時

代に大事な技術になっていくので、それに対して教

育の側がICTをどのくらい意識していけるのか、と

いうことがむしろ問われている。
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るのか、という焦燥感、イライラ感が世の中にある。

大学側が覚悟を決めて対応していかないと、これま

でのままの延長戦ではいかないと思う。その最大の

理由は、子供の数が少なくなることにより、大学間

の競争が非常に激しくなる。その中で残っていくに

は、これからの時代に向けて卒業生が活躍できるよ

うな教育ができるかどうかだ。社会の変化がどうな

るかを教員自身で考えるスイッチが入れば、いろい

ろなことが理解できるようになると思われる。　

例えば、雇用が減少している問題について、大正

頃に日本の仕事の種類は約３万５千種類と言われて

いるが、80年経った昭和の終わり、平成には１万８

千種類に減っている。これは技術革新あるいは時代

の流れによるものでと当然と思う。仕事が減る理由

は何なのか、新しく生まれる仕事は何なのか、考え

ていくのが当然と思うが、そこのところで思考が止

まってしまうのがおかしい。労働生産性の課題もあ

る。日本はＧ７の中で2000年代の初めから最下位

になっている。今、働き方改革、高齢化社会の中で

の経済活性化など政府で議論が始まっているが、何

が大事かを理解し、構造化して明快に表現して、だ

から学生に対してはこういうふうにした方がいいの

ではないかと考えていくことが肝要ではないか。

大学の教員は研究者であるべきで、知の消費者で

はなく知の生産者と定義されている。いろいろな情

報を適当に集めて解説する人は評論家、研究者とは

言わない。その研究者が大学にいなければならない

理由は、いろいろなことをサーベイして、世界中の

フロンティアの知識を伝える中で、新たな考え方を

付け加える姿勢を学生に見せることができるかどう

か、大学教育の場として大事なことだと思う。

とにかく受け身の教育から能動的な学びへ転換す

ることが重要である。大学入学共通テスト(仮称)に

導入される英語に何故「書く」と「話す」という問

題を導入したのか。「聞く」と「読む」はある意味

パッシブ、勿論アクティブに聞く、読むことは大事

だが、「書く」と「話す」は主体的にならなければ

書くも話もしないので本格的にアクティブである。

「書く」と「話す」は、論旨明快に自分の思考内容

をまとめ、相手の立場を考えて、相手に分かりやす

く、論旨を明確に伝える力、いわゆる思考力、判断

力、表現力が重要となる。このトレーニングは、英

語だけでなく、国語、地歴公民、理科、高校の学習

指導要領改訂に入ってくる数学と理科、物理、化学

を一緒に教える数理探求などについても、論旨明快

に自分の思考内容をまとめて、はっきり何かを伝え

ることに尽きる。自分で考えをまとめるのに知識・

技能は必要で、論旨を明確にする思考力、判断力、

表現力が必要になる。また、はっきり相手に分かり

やすく、周りの情景を考えて伝えるということは、

主体性を持って多様な人々と協働して学ぶというこ

とがしっかり身について初めてできることになるの

で、学力の３要素を身に付ける教育が極めて重要で

ある。

高校までにできていればいいが、なかなかできな

い。これが私立大学の教育においてかなり大きなポ

イントになると思う。

イギリスの世界史Grade９から12、日本の中学３



「LMSを活用した大人数授業におけるアクティブ・ラ
ーニング」

関西大学教育推進学部准教授　
岩﨑　千晶　氏

関西大学の教育推進部は、学生数

が約３万人の全学における教育の質

の向上を担うことを目的に設置され

た。 特に、大人数講義でLMSを導

入した場合の活用方法として様々あ

るが、「本当にわかっているのかど

うか、自立的な学修姿勢が育成され

ているのかどうか」を確認する必要はあるのでない

かという点から話題提供が行われた。

教職課程の授業を例として、授業中におけるクリ

ッカーを利用した学修者自身の立ち位置の確認、他

の学修者の考えを理解することを目的とした授業後

のフォーラムの活用、上位学年次の学部生をラーニ

ング・アシスタントとするサポートを取り入れてい

る、グループディスカッションでの学生の意見表出

が容易となるように議題設定などを行っている。ア

ンケートなどからは、授業中のグループワークの実

践をもとにした授業時間外のLMSの会議室機能を用

いたグループディスカッションを通じた活動につい

て満足度が高いという結果が得られた。

実践例として、会計系科目において、知識修得や

知識の構造化促進や知見発見のために、学生が講義

を受講した後、授業に関連する問題、解答、解説を

学生達が作成することで効果があった例、アカデミ

ック・スキル育成のための動画レッスン教材作成の

例が紹介された。

担当教員が、LMSを活用する場合に重要なことは、

①授業目標のどの部分を先生方は達成したいと考え

ているかを明確にしてLMSを展開させること、②学

生に、LMSでの活動をどのように評価するかも伝え

ること、この２点がLMSを活用する場合の重要なキ

ーポイントではないかとの指摘がなされた。

「大人数講義形式授業におけるスマートフォンの活用」
専修大学経営学部教授　

佐藤　暢　氏

大人数講義形式授業でのスマートフォンでのクリ

ッカーの活用法について紹介された。

まず、専修大学おける学士教育課程が転換教育課

程や導入教育課程、教養教育課程、専門教育課程の

４つの構造、約７千科目から構成されていることに

ついて説明があった。これらの課程において、「ど

のように学生自身に目的に応じて、きちんと学修し

てもらうかという」課題を解決するための手法とし

て、アクティブ・ラーニングを用いているが、その

ための教室として、生田キャンパスと神田キャンパ

スにアクティブ・ラーニングに対応できように壁が

可動式でかつホワイトボードとなっている教室など

を設置している。一方、学生の学修活動を反映する

ものとして、クリッカーのソフトとしてスマートフ

ォンでも利用可能なrespon®アプリを導入し、平成
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29年度で利用科目数は240（登録教員数61名）であ

り、アプリの設定数は、全体で1万9,000人の学生に

対して1万730人であることが報告された。

活用例として、科目「宇宙地球科学（履修登録者

881名）」で知識を正しく理解させるためや、リア

ルタイムの議論に従来のLMSに加えて、クリッカー

を活用し効果をあげていることが紹介された。

クリッカー活用の課題として、どのように授業を設

計し、どのように活用するのか、LMSなどとの学修デ

ータの統合やアプリのインストールなどがあるが、学

生の学修データを収集し、それを次回の授業に反映さ

せることが容易になってきているので、活用は有効で

はないかとの指摘があった。

「PCとモバイルを活用したアクティブ・ラーニン
グ環境」

中京大学工学部教授　
宮田　義郎　氏

宮田氏からは「アクティブ・ラー

ニングでは、学修者の能動的な学修

参加が重要と言われている。特に、

『能動的な参加というのは自分が関

心を持っている、興味あること、目

的を持った上で参加していくという

こと』であるのではないか」との点

からいつくかの実践例を通じた紹介された。

一番目の例としてメールで送った内容が付箋紙と

してWebページ上に反映され、意見の共有が可能と

なることが紹介された。次に、それをもとに、個人

のスマートフォンで共有できるアプリも利用できる

ことが紹介され、実践例として、実際の体験授業で

の写真と感想を付箋紙にし、それらを整理してまと

めることで、いろいろな人の視点から考察をして理

解を深めていくということが可能となった例が紹介

された。二番目の例として、どういうものを、どう

組み合わせるとどのようになるのかということが分

かり、好奇心と挑戦心が刺激されるようにするため

に、パーソナルコンピュータのScratchツールを用い

た、世界のいろいろな国のそれぞれの土地の面白い

ところや環境をお互いに共有したり紹介しあうプロ

ジェクトでの例が紹介された。さらに、スマートフ

ォンで記録した写真やビデオを使って、相手に伝え

たいことをまとめて、Web上で共有してやりとりで

きる例としてVoiceThreadというツールが紹介され

た。Skypeでよりフェイスツーフェイスに近い感覚

で会話ができるようにするために、タブレットのカ

メラなどを用いて、実際に自分がそこにいるような

話での会話を可能とする例が紹介された。さらに、

アクティブ・ラーニングで制作した成果について、

評価を収集する仕組みとしてのグーグルフォームな

どの活用も紹介された。

話題提供後、フロワーから活発な意見や質問があ

った。LMSでの活用、学生の学ばせ方への方針、

LMSシステムの負荷、大学としてサポート、サポー

トアシスタントの活用などについて質疑が行なわれ

た。
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分科会Ｂ：学修成果可視化に向けたIRの取り
組みと課題
「学生の成長プロセスを可視化するIR―エンロール
マネジメントの観点から―」

早稲田大学大学総合研究センター助教　
姉川　恭子　氏

大規模大学でIRを進めるにあたっ

て、すべてを大学総合研究センター

で行うのではなく、アメリカではIR

はキャンパスごとに行われるよう

に、各部署・部局で行う「分散型IR」

という体制を目指している。部局間

の横のつながり・調整・問合せに対

するコンサル的な役割をセンターの機能として担っ

ている。活動を進めるにあたって、IR担当者連絡会

が欠かせない。メンバーは主に本部系の部署で、各

部局のデータを把握している中堅以上の30代、40

代の教職員によって構成され、月に１度程度IRの報

告会を行っている。情報共有にとどまらず、もっと

こうした方が良いとか、大学全体として何をしてい

く必要があるのかという議論を行い、エンロールメ

ントマネジメントをどのように進めていくかという枠

組みを構築している。

各部署のデータは、統合データウエアハウスに蓄

事例報告として、「奨学課との協働プロジェクト」に

おいて、地方からの学生獲得に奨学金は有効かどうか

の調査、及び「エンロールマネジメント」に必要な情

報を分類し、分析を行いアンケート調査に関わる学生

の負担を軽減していることが報告された。

今後の課題と展望として、まずはIRに関する人材

育成が重要でSD研修の一環として行えないか検討

している。また、教育方法研究開発部門（CTLT：

Center for Teaching, Learning and Technology）との

連携を行う必要があることも指摘している。

「IRの活用と課題―大阪府立学の取組みを事例とし
て―」

大阪府立大学高等教育開発センター准教授　
畑野　快　氏

IRが強調される背景には、データ

（エビデンス）に基づく意思決定の

重要性がある。教学IRでは認証評価

の第３次サイクルに向けて、PDCA

サイクルに基づく内部質保証システ

ムをどう構築するかが大きな問題と

なっている。内部質保証システムは、

マクロレベル（制度・組織）、ミドルレベル（カリ

キュラム）、ミクロレベル（教授法）というように

重層的な構造になっている。「どうやってチェック

（C）して、それをアクション（A）につなげるかが

難しい。

学生の成長のチェックを学生調査とｅポートフォ

リオを用いて行っている。学生調査は調査用紙を用

いてリッカート方式で、汎用的能力の伸び、教育・

環境の満足度、自習時間等を評定している。ただ、

回数が多く回数を減らすことを検討している。ｅポ

ートフォリオは学生の学び、学びの履歴をいかに残

していくのかということをテーマに構築されてい

る。半期ごとに学生は自分の学修目標を立て、それ

から半期の授業終了後に、どの程度目標を達成した

か、何を身につけたか、授業外学修時間などの学修
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積され、センターではSASを使って分析している。

As-Is、GAP、To-Beと段階を踏み、現在はTo-Be

の成果が出始めている。IRシステムのロードマップ

としてはいくつかの事例で全学的なデータ活用にまで

至っている。

表１　主なツールとモバイル・PC活用

２.　データとBIツール
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自己評価を記入させている。教員も授業に対する振

り返りを記入し、FD活動に活かされるという構造

になっている。

アクションに繋げた例として２つあげる。能力の

差分を見たところ、外国語運用能力にのびが少なく

それが、１年生、２年生必修の少人数制の授業

（Academic English）の導入につながった。また、学

域学類制入試の学生調査をIRコンソーシアム全国平

均値と比較し、その結果を副学長会議に報告したと

ころ、一部の学類では入試制度を含めてカリキュラ

ムの改編を検討し始めている。

課題としては、具体的な教育改善活動に活かしに

くいこと、ｅポートフォリオの記入率をより上げる

方策を考えることなどをあげている。

「BIツールを活用したIR推進―上智大学における
Tableauの利活用について―」

上智大学情報システム室　兼　IR推進室　
相生　芳晴　氏

教学部会と経営部会（法人系）を

毎月１回開催し、様々なテーマを持

ち寄って精査し、その結果を常務会、

理事会または学部長等に報告をして

いる。BIツールTableauは関連部署

に導入し、学内研修を頻繁に行い、

人材育成をしている。構築したダッ

シュボード（分析結果のグラフ）は理事や学長、副

学長が閲覧できるようにしている。

学生のダミーデータを用いて、成績分布のヒスト

グラム、出身校・入学区分別成績グラフ、学部・入

学区分別平均GPAの箱ひげ図などを表示・絞り込み

などについて、BIツールTableauを使ったスモール

データの活用のデモを行った。エクセルでグラフを

作成する場合は、範囲指定をする必要があるが、

Tableauは先にデータからグラフを作っておいて、

その後で絞り込み・並び替えを行うので生産性が高い。

上智大学が日本英検協会と一緒に開発している

TEAP（Test of English for Academic Purposes）利用

型入試について分析した。英語４技能において、

Reading＋ListeningとSpeaking＋Writingの相関は高

くなく、入試の合否にも大きく関係していない。入

学後の伸びについては、まだデータは少ないが、一

般入試とTEAP利用型入試を比較すると技能は一般

入試の方が高いが、TEAPで入学した学生は伸びる

というデータが得られている。また、Times Higher

Education大学ランキングをTableauで分析するとマ

スコミが話題にしない点が見えてくる。

業務システムにおけるデータベースは以前から使

用してきているが、そのデータが未整理で、綺麗に

していかないと分析できないという実状がある。こ

の作業を地道に行う必要がある。

今後の課題としては、データのガバナンス（共

有・公開）とTableauを使える人材の養成があげら

れる。分析者の視点としては、虫の目（詳細を見る）、

鳥の目（全体を俯瞰する）、魚の目（流れを見る）

が必要である。

なお、話題提供後、パネルディスカッション形式

で質疑応答を行った。

「継続的な対応のための組織あるいは人材育成の

あり方」、「IRで課題に対する解決策まで示す必要が

あるのか」、「部局の壁によるデータ収集の難しさ」、

「データのフレンジングについて」などについてIR

担当者ならではの意見交換が行われた。

分科会Ｃ：学修ポートフォリオシステム活
用・構築のガイドラインと大学での活用状況
と課題
「学修ポートフォリオシステム活用・構築のガイド
ライン」

本協会大学情報システム研究委員会委員長　
帝塚山大学文学部教授　岩井　洋　氏

本協会が参考指針として取りまと

めた「学修ポートフォリオシステム

活用・構築のガイドライン」が紹介

された。テーマとして、「学修ポー

トフォリオに対する理解の促進に向

けて」、「学修ポートフォリオ導入に

向けた共通理解の促進策」、「学修ポ

ートフォリオ情報の活用対策と教職員の関わり方」、

「ポートフォリオシステム構築に伴う留意点」４つ

のポイントを挙げ、これらについての詳細な説明が

あった。

学修ポートフォリオの導入校は今回報告された大

学に限れば数校と少なく、導入の途についたところ

という状況が窺えた。その意味で、今回の参考指針

は大いに参考となるものである。ポートフォリオは、

１年次の書き込みは多いが、その後減少するという

傾向が多いという点で継続性が不十分であり、担当

教員による迅速なフィードバックが課題であること

が指摘された。また、ポートフォリオは学生が主体

的に学修するツールであると同時に教育改善に向け

たツールとなるが、活用法への理解が不足している

ことなどを冒頭で指摘し、それらの課題解決に向け

て５つの提言を紹介された。また、ポートフォリオ

の最小限必要な機能を３つ挙げ、活用されている大

学の実際の画面を通して例示された。提言の中では

「学修のマイレージ制度導入」というプランを例示され、

継続性の課題に答える面白いアイデアも紹介された。

続いて、各種ワークシートを例示し、各校の工夫

が紹介された。構築に伴う留意点として、ワークシ

ートの利用、「キャリア」や「就職」というキーワ

ードで学生の意識を引き寄せる、モバイル対応のUI

設計、シングルサインオンの導入等を提言された。

結びに、教員のコメントが学生の継続性を左右する

こと、授業マネジメントのツールとして私情協モデ

ルによる簡易なティーチングポートフォリオが重要

であること、教員に負荷がかからないシステムの運

用が必要なことを強調された。

「医療系教育のPBL活用」
昭和大学歯学部スペシャルニーズ口腔医学講座

歯学教育部門教授　片岡　竜太　氏

冒頭、医療系大学での状況が紹介

された。国家試験では知識が問われ

るが、医師としての技能や態度は大

学が教育で担保するとのことであ

る。昭和大学では、チーム医療教育
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「学修計画サポートの活用」
国際基督教大学学修・教育センター　

一澤　真紀　氏
国際基督教大学（以下ICU）では、

日英バイリンガル教育により２年間

は教養科目、３年次から専修科目

（メジャー）というカリキュラムを

設置している。海外留学志向の学生

が多いため、早い段階からの学修計

画は必須である。この学修計画をサ

ポートするものがicuMAPと呼ばれるツールである。

ICUでは入学前から卒業前までアカデミックプラン

ニング・エッセイを５回提出しなければならない。

これらのエッセイは、前述のicuMAPに提出され、

蓄積される。特に、メジャー選択時及び卒業研究指

導教員申請時のエッセイ提出は重要であり、ICUの

学生のターニングポイントになるものである。この

エッセイは、自由記述であり、英語で記述しなけれ

ばいけない。このエッセイをもとに進学の方向性が

決定される。icuMAPというツールを学修ポートフ

ォリオの位置付けでエッセイを蓄積し、活用するこ

とで学生の長期的な学修の展望や振り返りに利用し

ているという実践例が紹介された。

分科会Ｄ：価値の創出を目指した問題発見・
解決思考の情報リテラシー教育モデル
情報教育研究委員会情報リテラシー・情報倫理分科会

主査　玉田　　和恵　氏（江 戸 川 大 学）
情報教育研究委員会情報専門教育分科会

主査　大原　　茂之　氏（東 海 大 学）
分野別情報教育分科会

児島　　完二　氏（名古屋学院大学）
角田　　和巳　氏（芝浦工業大学）
大谷　　壽一　氏（慶應義塾大学）
武藤　志真子　氏（女子栄養大学）
阿部　　栄子　氏（大妻女子大学）

前半では、本協会提案の「情報リテラシー教育ガ

イドライン」における３つの到達目標とその事例・

教材例が紹介された。

（玉田主査）社会が求める情報リテ

ラシー、初等中等教育との接続の観

点から、ガイドラインの到達目標Ａ

を「問題の発見・解決の枠組みを理

解し新たな価値を創造する」、Ｂを

「情報社会の有効性と問題を理解し

主体的に判断して行動する」、Ｃを

「情報技術を理解しモデル化とシミュレーションを

問題発見・解決に活用」と設定した。これらは大学

４年間を通じ、専門、キャリア、卒業研究等の教育

や教員同士の連携によりスパイラル的に培われるべ

きものである。到達目標Ａについては「目標設定」、

「解決策発想」、「合理的判断」、「最適解導出」、「振

り返り」の過程から成るサイクルを問題解決の枠組

みとして提案する。「解決策発想」はＣの科学的な

理解・技能の側面と、「合理的判断」はＢの情報倫

理的側面とも絡み、ガイドラインが求める「Ａを体

験しながら必要に応じてＢ、Ｃを学修させる」とい

う指導が可能である。具体的な教育モデルとして、

このサイクルを何度も経験しながら学修するタイプ

を６年間の一貫教育として実施されている。その手

始めとして、毎年１年生は入学式直後から青木が原

で全寮生活を強制しており、ここでの経験が団結力

やリーダーシップ等将来必要とされる社会人基礎力

が養成される。この全寮生活では学部混在のグルー

プでPBLを実践している。

電子ポートフォリオを導入した理由として、一貫

教育の必要性、自己評価と生涯学習ができる医療人

の養成、キャンパス分離立地による紙媒体での共有

の限界などが挙げられた。特に指導担任制度と電子

ポートフォリオの組み合わせによる指導の強化と教

育効果において有意義である点が紹介された。

具体的には、入学から卒業までのロードマップを

オリエンテーションで提示し、医療人として将来像

を考えさせるところから始まる。その後、電子ポー

トフォリオのナビゲーションシステムで現在の位置

を把握させ、目標書き出しシートや振り返りシート、

成長報告書等への書き込みにより担任と共に自己の

成長を確認していくというものである。

教員のフィードバックは学生の気づきを感化させ

る働きがあり、この過程で重要な位置を占めている。

しかし、学生へのフィードバックは教員にとって負

担であり、この課題のために徹底的にFDを実施し

て解決を図ったことが報告された。現在は、グルー

プ閲覧から個別閲覧へアップし、自己評価のために

ルーブリックの導入やポートフォリオの評価基準を

明示するという成果の見える化へ進化させている。

「自己成長記録の活用」
奈良教育大学次世代教員養成センター特任准教授

望月　紫帆　氏
奈良教育大学では、2015年より

学習プロセスの蓄積と半期に一度の

リフレクションウィークで振り返り

を繰り返すという実施体制を導入し

た。現在３回生までが実施対象で、

2018年が完成年度となる。振り返

りの際には、カリキュラム・フレー

ムワークの「Cuffet」で示される７つの指標と関連

付けながら実施している。学生自身の振り返りはポ

ートフォリオシステムのトップページにレーダーチ

ャートとして表示され、学生は自身の資質の成長を

確認できるという仕組みである。ポートフォリオへ

の入力や課題を書き込むことにより、学習活動が記

録され蓄積されていく。学生は提出課題や学習ノー

トの記録から自己の成長や成果を数値評価し、根拠

資料を見ながら省察させるという方法をとってい

る。

省察と呼ぶ活動には様々な支援体制を設け、学生

の成長をしっかりと自身で確認させる体制をとって

いる。ポートフォリオの利用状況においては、

2014年のパイロット利用から年々利用状況が伸び

ていることがグラフで確認された。特にCuffetの導

入により利用者数が増大したことが報告された。ま

た、“持続可能な社会づくりの担い手を育成するた

めの教育（Education for Sustainable）”であるESDテ

ィーチャー認定プログラムを例として、正規授業以

外でのポートフォリオ活用も紹介された。



成する。

（武藤委員）栄養学教育モデルとして食事メニュー

の作成活動が紹介された。国際認証や食材調達の

様々な情報をデータベースから取得し整理。Excel

で作成したシミュレータ等を活用し、例えばオリン

ピックの食事メニューのシミュレーションを行う。

更に自給率、食材輸入、将来予測等の観点から議論

し、結果をプレゼンテーションする。

（阿部委員）被服学教育モデルとして繊維製品の消

費者苦情防止をテーマとした活動が紹介された。製

品品質や苦情事例が含まれる繊維に関する情報を、

メーカー、商社、卸小売業、検査機関、クリーニン

グ業、消費者センター等から収集。これらの情報に

基付き問題原因の究明、再発防止の対策を議論しプ

レゼンテーションする。

以上の報告・紹介を受けて質疑応答が行われた。

主なものをあげると①「初中等教育における情報活

用・問題発見解決能力と、教育モデルとの接続に関

して」の質問には「教育モデルの到達目標Ａとして

具体的な問題解決スキルをあげており、ここで初中

等との接続が図られる」との回答がされた。②「オ

ープンデータやクリエイティブコモンズの知識を到

達目標に含めるべき」との提案には「前向きに検討」

との回答がされた。③「情報収集、分析、編集、シ

ミュレーション、提案という一連の流れを説明した

教科書はあるか」の質問には「本協会の教材作成委

員が開発中」との回答がされた。④「到達目標の達

成度を評価するルーブリックはあるか」との質問に

は「現時点ではなし」との回答がされた。⑤「抽象

と具体を関連付ける演繹的・帰納的な思考スキルと

教育モデルの関連について」の提案には「目標設定

に織込む必要あり」との回答がされた。

第３日目（9月7日）

大会発表
※以下の発表者は発表代表者のみ掲載。

Ａ－１ 初年次教育におけるチーム・ティーチング

のためのICT活用

江戸川大学　荒谷　大輔
ビジネス向けチャットツールのslackを活用して、

初年次教育科目「アカデミック・スキル演習」を、
科目担当者全員で授業のマネージメントをするチー
ム・ティーチングで行っている。使いやすい環境の
共同作業の場が構築されたことで、教員間で効果的
なコミュニケーションが実現でき、動機づけも高ま
った旨の報告があった。

Ａ－２ 欠席者・復習者のためのネット活用による

授業内容公開

流通科学大学　小笠原　宏
講義の音声を録音、板書を写真撮影し、それらを

配布資料等と合わせて授業用のブログにアップロー
ドしている。学生は、授業時にはライブ感のある講
義に集中し、復習としてブログからファイルをダウ
ンロードして自らノートを作成し、ブログへコメン
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と、各過程を丁寧な説明の下に学修するタイプの２

つを提示する。昨年度、本ガイドラインについての

アンケートを採ったが、その趣旨と有効性について

は殆どの方が賛同したにも拘らず、自大学で本教育

モデルを活用して授業改善ができると考える教員は

半数程度に留まっている。ガイドラインを活用した

授業モデルの推進には教材開発が必要である。そこ

で、到達目標Ａ、Ｂ、Ｃそれぞれについての授業シ

ナリオ、指導案、提示教材、学修用ワークシートを

作成した。到達目標Ａでは、「自分がこれからの大

学生活で何を学びたいか問題解決しながらプレゼン

テーションする内容」の教材、到達目標Ｂでは、

「より良いネット社会を築くための提言を行う」と

いう内容の教材、到達目標Ｃは大原主査から紹介す

る。

（大原主査）到達目標Ｃの趣旨は、情報通信技術そ

のものに係る専門家を育てることは、種々の分野に

おける情報通信技術の関係の仕方を理解することに

ある。Ｃの到達点は３つあるが、到達点１は「技術

の説明」「情報通信技術による現実空間と仮想空間

の結合と関係説明」、到達点２は「生活資源特性と

経済原則の関係説明」「無意識的な仮説検証・モデ

ル化・シミュレーションの発見とそれらに対する情

報通信技術の有効性を経済・安心安全面から説明」

と解釈できる。今回は到達点１を前提に到達点２に

ついて述べる。到達点２を分解した内容は、「①生

活に必要な資源の特性と経済原則の関係の説明、②

日常生活などで意識せず使っている仮説検証、モデ

ル化とシミュレーションの発見、③仮説検証、モデ

ル化、シミュレーションに対する情報通信技術の有

効性と経済および安心安全といった面からの説明」

であり、社会における情報通信技術の在り方を考察

し正当かつ適切な要求ができるようになることが到

達点２の目指すところである。このような観点から

到達点３ではIoT、AI、ビッグデータ等とイノベー

ションとの関係理解が目指されるとして、一部教材

が紹介された。

後半では、専門教育と授業改善モデルが５例紹介

された。

（児島委員）文系学部対象の情報リテラシー教育モ

デルとして地域密着型問題発見活動が紹介された。

学生チームが大学周囲を回り、問題例や写真をLMS

で共有、発見課題を議論する。これにはデータ収集

やグラフ作成も含む。更に、これを報告書やスライ

ドとして構成する。この活動を「まちづくり提言コ

ンペ」として展開している。

（角田委員）工学系教育モデルとして日本の中長期

エネルギービジョンをテーマとする活動が紹介され

た。１週目は、エネルギー利用に関するトレンドの

調査。データベース、グループウェア、LMSを活用。

２週目はデータに基付き、エネルギー消費の様々な

側面からの予測シミュレーション。３週目は結果説

明を既習知識と関連付け議論する。

（大谷委員：ビデオ）医療系教育モデルとして薬物

療法情報の取扱いや、薬学研究における問題発見解

決能力の育成を目的とした『くすりの説明書』作成

活動が紹介された。インターネットからの医薬品情

報を収集・整理・評価し、患者への情報提供文書を、

知的所有権や医療倫理を配慮しながらグループで作
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ト記入するなど、学生に積極的な自習を促すことが
できている旨の報告があった。

Ａ－３ 天文・宇宙教育のための講義録再生法に関

する研究

東洋英和女学院大学　柳沢　昌義
巨大スクリーン上に投影する天文・宇宙教材に、

講師自身もコンテンツ化させるために、教材コンテ
ンツにスポットライト部分を入れておき、そこに講
師が立つというソフトウェアスポットライト方式を
試み、その授業をビデオ撮影したものと比較する実
験を行い、その評価結果についての報告があった。

Ａ－４ LMSを活用した日報の共有によるインター

ンシップ学習の促進

福山大学　前田　吉広
インターンシップ期間中に生じる学生の疑問や悩

み等に、大学の教職員が助言を与え、またその対応
プロセスを他のインターンシップ参加学生と共有で
きるように、LMS上の掲示板機能を利用した「シェ
ア日報」を実施している。参加学生へのアンケート
から、投稿と閲覧のそれぞれに効果が認められた旨
の報告があった。

Ａ－５ 事後学修を重視した前回演習内容想起のた

めの小テストの試み

甲子園大学　梶木　克則
統計学入門の演習中心の授業で、予習用の穴埋め

式小テストを実施していたが、予習にかける時間が
少ないことから復習用の小テストに変更している。
用語中心の問題から、エクセルの計算に関する問題
などが入るように変えても、学生の多くが授業開始
の直前学修になっており、復習の増加には必ずしも
つながっていない旨の報告があった。

Ａ－６ フォーラム（電子掲示板）を活用した文学教

育における授業外での協働学修推進の試み

創価大学　山中　正樹
文学の授業におけるICT活用で、学生の主体的な

学修活動の促進を目指す報告である。予習課題とし
て作品に対する印象や分析・批評を提出し、授業時
に他の受講生の解釈や主張を理解した上で、授業後
にその内容への批評や感想を書き込むとともに、学
生同士の議論行えるようにするなど、ICTの活用で、
学生の授業参加・主体的学修活動がある程度促進で
きた旨の報告があった。

Ａ－７ i -Padを用いた看護技術自己練習への学生に

よる評価

日本福祉大学　渡邉　亜紀子
看護技術演習の授業において、授業時間外に行う

自己練習をiPadで録画し、LMS上の共有フォルダに
保存することで自己省察や教員の指導に役立てる取
り組みを行っている。学生の評価を調査したところ、
能動的学修を促進する効果が認められたが、撮影が
面倒という回答も多く、「実施することの効果」を
感じる動機づけの必要性がある旨の報告があった。

Ａ－８ コピペ防止エディタにおける丸写し検出機

能の開発

近畿大学　大木　優
開発したコピー・ペースト機能が制限されている

テキストエディタの入力ログを自動解析する機能追
加についての報告である。この機能追加により、提
出されたレポートが他者のものや書物の内容を丸写
ししたかどうかの検出でき、学習者の学習取り組み
の改善が期待できる旨の報告があった。

Ａ－９ 高等教育のICT活用とアクセシビリティ

日本大学短期大学部　山口　雄仁
理数系高等教育を受ける視覚障害・発達性読字障

害学生のための教材のアクセシビリティとICTを活
用した支援方法についての報告である。障害者差別
解消法の施行により求められる「合理的配慮」を実
現する手段として報告者らのグループが開発した支
援技術についても報告があった。

Ａ－10 Google DriveとGoogle Apps Scriptを用

いた授業後フィードバック・システムの活

用事例

江戸川大学　田上　大輔
複数の教員による新入生全員に開講している初年

次教育科目のために開発した担当者の情報共有シス
テムについての報告である。各教員が授業後に記入
したフィードバックを共有し、授業努力が可視化さ
れ動機付けの向上などに効果がある旨の報告があった。

Ａ－11 医学教育分野におけるIR部門の運営体制と

課題

自治医科大学　淺田　義和
医学教育分野において必要なIRについての報告で

ある。医学教育分野では、世界医学教育連盟のグロ
ーバルスタンダートに基づく日本医学教育評価機構
による医学教育分野別評価の基準が用いられるため
医学分野特有のIRと、報告者の大学で採用されてい
るシステムについて紹介があった。

Ａ－12 Web授業評価アンケートのさらなる進化

〜実施率100％を達成する〜

名古屋学院大学　橋之口　幸一郎
Web経由の授業評価アンケートについての報告で

ある。アンケートは、大学のポータルシステムを経
由し、教員に対する実施状況の確認や分析の機能お
よび学生・教員に対するメール通知機能が提供さ
れ、実施科目数の増加、実施率の向上が実現した旨
の報告があった。

Ａ－13 Mood leのルーブリック評定を用いた授業

と補習を連携するチーム・ティーチング

江戸川大学　福島　亜理子
チーム・ティーチングで開講する全学共通必修科

目における、成績評価基準の共通化を目的とした
Moodleのルーブリック評定の適用例についての報告
である。特に、講義期間中に実施された補習におい
て、該当する学生の未達成項目に対し、効果的な指
導が実現できた旨の報告があった。

事業活動報告
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事業活動報告

Ｂ－５ マークシート方式の小テストによる大規模

講義での単位認定の試み

専修大学　小川　健
スキャナで読めるマークシートを用いた小テスト

の大規模講義への対応についての報告である。マー
クシートによる小テストにより補足説明などの個別
対応が可能になり、理解到達度が上がっている旨の
報告があった。ただし、監視体制の強化が大規模化
に伴う大きな課題であることも指摘している。

Ｂ－６ Mood leを使った実験系教育支援実践報告

東京理科大学　佐藤　喜一郎
Moodleを実験実習に使用する場合の問題点につい

ての報告である。まず、グループ・グルーピングの
設定がGUIでしかできないこと、また、課題を６テ
ーマ分提出日ごとに設定すると、教員側の画面はス
クロールするのも困難なほど縦長で、さらなるオブ
ジェクトの追加や移動が困難を極めるなどの問題が
あり、改良が切望される旨の報告があった。

Ｂ－７ LMSの学内普及戦略のための基礎調査

山梨学院大学　原　敏
LMSの教員への普及を促すために、LMSを使わな

いでいる教員を対象とした基礎調査の報告である。
調査では、LMSの操作技術的な理由ではない多様な
理由が隠れていることが判明し、普及戦略としては
個別に活用提案を行うような小規模な講習会が有効
だと考えられる旨の報告があった。

Ｂ－８ 数学の概念問題の開発と数学のピア・イン

ストラクション型講義の実践

金沢工業大学　工藤　知草
「高大接続システム改革会議」最終報告書の提言

を実現するための、数学における概念を理解させる
ピア・インストラクション型講義の開発とその実践
について報告である。正解に辿りつくためにクリッ
カーを活用し、学生への回答分布の提示やその後の
ピア・インストラクションを取り入れることで、数
学の概念理解を促進する効果がある旨の報告があった。

Ｂ－９ 医学生によるヒト型ロボットを用いた医学

教育の実践とその効果

東邦大学　廣井　直樹
医学部におけるPBL教育を促進するためのヒト型

ロボットを活用した教育について報告である。教育
効果を探索的に把握するため実施した、オープンキ
ャンパス参加者を対象とするヒト型ロボットでのシ
ナリオベースでの模擬授業についての実践報告があ
り、どのようにPBLとして実践していくかの課題も
明確にしている。

Ｂ－10 手描きと3DCGの両体験に基づく学習深化

の取組について

金沢学院大学　飯田　栄治
デッサンでは、手描きと3DGCの両方が用いられ

る。このデッサン能力の修得に関して、Ａグループ
（８名）：手描き→3DCGを用いて表現、Ｂグループ
（５名）：3DGC→手描きの２つのグループでの学習
とその学習効果に関する比較についての報告であ
る。製作した作品では、それぞれの方法での学習で
の特徴があったが、最終作品の質の面では最初に手

Ａ－14 小集団活動におけるGoog leドライブ利用

松山大学　安田　俊一
１クラス20人程度のゼミ・基礎演習科目での

Googleドライブの活用例についての報告である。
Googleドライブを利用したドキュメントなどのファ
イル共有は、少人数のクラスであればLMSの機能を
果たし、操作性が簡素であるため、学生からの感想
も好意的である旨の報告があった。

Ａ－15 動画教材による学習効果に関する一考察

～復習を軸としたアンケート結果の統計分析～
近畿大学　矢野　芳人

講義で利用する動画教材に関し、視聴のタイミン
グの違いが講義内容の理解に及ぼす効果についての
報告である。講義時間中に視聴するグループと講義
終了後に各自で視聴するグループに対し、中間試験
と受講後に実施されたアンケートを基に行った分析
結果についての報告があった。

Ｂ－１ 介護福祉教育におけるICT活用の振り返り

と産業構造変化に伴う今日的課題

神戸女子大学　横山　正子
介護福祉士の社会役割を分析しつつ、10年間の

ICTを取り入れた「介護過程」教育を振り返り、産
業構造が変わっても介護福祉士の期待される専門性
は介護過程展開能力にある旨の報告があった。また、
アクティブ・ラーニングでの評価、ポートフォリオ
のフードバックが今後の課題である旨の紹介があった。

Ｂ－２ 専門科目におけるアクティブ・ラーニング

の試み

広島女学院大学　中田　美喜子
講義型授業におけるアクティブ・ラーニングとし

て「講義の振り返りをSNSへ」「グループ学修」「反
転授業」を実施し学修効果を検討し、その結果、学
修効果は認められるが成績との相関は科目ごとに異
なっている旨の報告があった。今後、コンピュータ
の苦手意識の克服のための施策により教育効果を挙
げることができるのではとの紹介があった。

Ｂ－３ 学生の「思考力」を伸ばすアクティブラー

ニングの取り組みと学修成果

旭川大学　栗原　律子
ICTおよびアクティブ・ラーニングを取り入れた

授業成果として、充実感・満足感、イメージ化の促
進など12カテゴリーを学生レポートから抽出し、
Moodleのアクセスログ解析で、事前学修や確認テス
トは予・復習や知識の定着に活用されていることが
明らかになった旨の報告があった。

Ｂ－４ 英語記述問題の自動採点プログラム

Backscratchの開発

東京理科大学　西口　純代
Moodleなどの自動採点機能では、記述式問題が内

容的に正解であっても、一字一句回答と同じでなけ
れば、不正解となることが少なくない。このため、
キーワードが含まれていれば正解とするファジーな
採点機能が特徴で、正答の主要語句が含まれている
かどうかで判定できるプログラムを開発し、思惑通
りの評価が可能になった旨の報告があった。
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Ｂ－16 ICTを活用した語学教員の養成

城西国際大学　林　千賀
語学系教員のICT活用力の増強と、提携海外校で

ICTを用いた講義を円滑に実施するための、教育向
け教育プログラムについての報告である。使用する
フォントなどについても指定があることなどの見過
ごしがちなことへの注意も必要である旨の報告があ
った。

Ｂ－17 自立学習者養成のための英文読解学習ソフ

トウェア「リーディングラブ」Ver.2の開

発と検証

追手門学院大学　平尾　日出夫
英語の自学自習環境の一つである「リーディング

ラブ」についての成果報告である。このソフトはパ
ラグラム構成題を基本とするものであり、利用した
学生（４名）からのアンケートから、海外大学の正
規課程への留学生を対象にした利用にも効果的でな
いかとの報告があった。

Ｃ－１ 全学情報リテラシー教育科目の検証：問題

解決の学びを志向して

広島修道大学　記谷　康之
情報リテラシー教育の内容の見直しによる対象学

生の基礎的知識や基本技能の習得状況及び改訂科目
についての印象に関する調査報告があった。調査結
果からは、基本的なスキルの習得に一定の学修効果
があったこと、改定科目に対する印象は肯定的であ
ったことが報告された。

Ｃ－２ CBTを中心とした反転型プログラミング実

習の実践

千歳科学技術大学　山川　広人
学修者の知識獲得レベルに応じた発問を可能とす

るCBT機能を実装したｅ-ラーニングシステムの活
用による反転型プログラミング実習科目の提案及び
その実践結果報告があった。授業内ワークシートや
グループワークの実践による全体の理解力向上に寄
与していることが報告された。

Ｃ－３ 学習者に合わせたプログラミング教育の一

手法

金沢工業大学　館　宜伸
プログラミング授業に関し、学生のニーズに合わ

せた授業内容の試行変遷についての経年報告があっ
た。レポート回数、レポート期間と授業日の重複無
し、授業内容の改善等により、成績が向上したこと。
ゴールイメージの先行経験により、基礎的事項の理
解力向上につながったこと等の報告があった。

Ｃ－４ 反転授業における事前講義ビデオのログ分析

上智大学　田村　恭久
事前講義ビデオの視聴ログの分析を授業運営に役

立てる目的で、講義録画・配信システムPanoptoを
活用した分析報告がなされた。特に、「いつ見たか」
という残り日数や「どの程度多く見たか」というビ
デオの被視聴率割合への着目により、興味深い現象
を観察することができたことが報告された。

描きから行ったＡグループの方が高い結果が得られ
た旨の報告があった。

Ｂ－11 コンピュータを用いた映像系授業への古

典文学の利用

十文字学園女子大学　角田　真二
ディジタル映像化能力を修得させるために、履修

学生に取ってもストーリーが知られている古典文学
作品を用いた試みについての報告である。古典文学
のコンピュータ映像化過程での表現に関するアイデ
アの発露、学生間で教え合え、卒業制作に繋がった
などの学修成果について報告があった。

Ｂ－12 初年次大学生のICTに関する考え方～リハ

ビリレーションを学ぶ学生の事例から～
九州栄養福祉大学　岩田　一男

リハビリレーションを学ぶ学生においてもICTの
活用は必要になってきており、リハビリレーション
を学ぶ学生（計157名）が、ICTに関してどのよう
な考えを持っているかのアンケート調査についての
報告である。項目は大別すると授業と情報化社会に
関することであり、授業に関してはICTやPCへの関
心が授業内容の理解に関係していること、情報化社
会については肯定的であるが、不安を感じているこ
とが示唆された旨の報告があった。

Ｂ－13 ICT活用のためのインタラクティブ教材の

開発

共栄大学　伊藤　大河
大学教員のICTを活用した授業を促進するための、

インタラクティブ教材の開発に活用する「ティラノ
スクリプト」を用いた支援システムやコラボレーシ
ョンシステムについての報告である。これらの学習
者支援システムをテキスト併用で利用することで、
学習者が効率的に学べる旨の報告があった。

Ｂ－14 外国語科目におけるクラスサイズとｅラ

ーニング教材使用・効果の分析

東海大学　結城　健太郎
事前に履修人数予測が難しくなっている第二外国

語科目で、履修人数が多くなった場合でも対応可能
とするためのｅラーニング教材のmoodle上で開発
と、その学修効果についての報告である。学修内容
にもよるが、70人程度のクラスでもｅラーニング教
材を用いることで、履修人数による学修効果の低下
は抑制される旨の報告があった。

Ｂ－15 メッセンジャーアプリを使用した学生同士

の語学学習

東京経済大学　小田　登志子
海外研修プログラム後の語学学習継続を目的と

し、帰国後に渡航先で交流した大学生とメッセンジ
ャーアプリを用いて相互学習を続ける仕組みについ
ての報告である。メッセンジャーアプリを用いるこ
との利点と、実際に利用させた場合に発生すること
が予想される問題点について報告があった。

事業活動報告
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Ｃ－５ 実習系講義へのインターネットを利用した

反転授業の効果

仙台青葉学院短期大学　村上　賢治
実習系講義におけるICTを取り入れた反転授業導

入による学生の理解度や反応についての報告があっ
た。授業の事前参考動画の視聴に対しての受け止め
は良好であり、情報環境の整備という課題はあるも
のの、実技への理解を深め、講義に対する意欲向上
に繋がると報告された。

Ｃ－６ 短期大学における反転授業を取り入れた授

業デザインの構築

福岡工業大学短期大学部　上村　英男
「わかる」と同時に編入試の問題を「解くことが

できる」力を身に着けることを考慮に入れることが
求められる状況下で、問題の解説時間と学生に解答
させる時間の確保が困難であるという課題を抱えて
いる。この問題解決のために実施された反転授業の
導入及びその成果が報告された。

Ｃ－７ 大教室でのグループワークを進めるための

反転授業と代表者ミーティングの取り入れ

北海学園大学　伊藤　友章
大教室授業においてグループワークなどを通じた

アクティブ・ラーニングの成果と課題、問題解決の
ための反転授業の導入と従前の授業手法との相違や
新たに出現した課題についての報告があった。

Ｃ－８ 地域学習におけるラーニングｅポートフォ

リオの活用実践

東海大学福岡短期大学　宮川　幹平
Moodle内のｅポートフォリオモジュールを活用し

て、地域学習の講座参加者による目標の設定から、
学習エビデンスの蓄積・自己評価・相互評価・教員
評価等を行った報告である。受講生と教員ともによ
い結果が得られたが、課題も見え、今回の検証結果
を踏まえて、新モジュールの設計に活かしていく必
要がある旨の報告があった。

Ｃ－９ 100人規模の講義科目を事例にしたマナバ・

ポートフォリオ機能の活用について

大阪商業大学　小林　俊和
LMSのｅポートフォリオ機能を利用して「考える」
授業実践に関する報告である。受講生の学修行動に
変化が見られ、メモ取りに追われていた状況から、
考える余裕が生まれ、聴講している内容を情報とし
て意識し選択すること、さらには学修内容を要約し
表現する学修スキルを高める機会となっている旨の
報告があった。

Ｃ－10 ｅポートフォリオを活用したLTD学習法の

開発

福山大学　内田　博志
協同学習、協調学習、LTD学習などにICT活用し

たアクティヴ･ラーニングの実践報告である。ｅポ
ートフォリオでの結果の記録、振り返り、ピア･ビ
ューイングなど学修に有益であり、他の履修生との
ディスカッションや情報交換が知識を深めるなど、
ポジティブな評価を示す結果が得られている旨の報
告があった。

Ｃ－11 情報リテラシーで反転授業を行うための 

e-Learn ing教材

名古屋文理大学　山住　富也
反転授業用にｅラーニング教材の作成と、効果的

な授業運営についての報告である。学生の理解度は
向上し、成果物提出に関しても、よい結果が得られ、
反転授業による事前学修が学生の理解度向上にも貢
献し、授業に関する学生の取り組みにも相乗効果が
見られている旨の報告があった。

Ｃ－12 大手前大学ファッションビジネス専攻に

おける色彩教育についてのICT活用の事例

大手前大学　平野　大
色彩教育にICTを活用した事例報告である。e-

learningシステムにより作成したテスト課題の授業
外学修により、知識の定着が図られ、また、ICTに
より、学修に必要なデータを収集することができる。
特に、学生の平均解答時間と平均得点との関連性か
ら、難易度を把握することができ、その結果を今後
の学生指導に活かしていくことが可能になっている
旨の報告があった。

Ｃ－14 G Su i teを用いた初年次の作文能力・情報

活用能力の開発

立命館大学　笹谷　康之
G-Suiteを用いた、効率的に作文の力の向上と情

報活用能力の向上に関する報告である。G-Suiteを
用いて、事前学修と事後学修を行わせ、授業に集中
させており、協働学修にも効果があり、下位層の底
上げに大きな成果が見られており、今後、この成果
をグループ･ワークの活性化につなげていく旨の報
告があった。

Ｃ－15 コンピュータ科学教育装置SCOPEの導入と

エンジニアリング・デザイン教育への展開

中部大学　高丸　尚教
コンピュータ科学教育向けのシステムとして導入

したSCOPEについて概観し、ICT活用と対面授業に
おける教師の役割の変化への対応としての基盤整備
について焦点を当てた報告である。今後は、学修者
の学修動態への即応、学修ニーズに合わせた適切な
教材、教員の質的向上に資していく旨の報告があっ
た。

Ｃ－16 実技演習におけるパフォーマンス評価

～Mood leにより自己学習を促す授業～
聖隷クリストファー大学　石津　希代子

Moodleを利用した、デモンストレーションの動画
配信、実技パフォーマンスの確認のためのルーブリ
ックの提示と評価についての報告である。学生が自
らの実技場面の動画を提出し、それを教員が評価す
る方法は、学生・教員双方にとって大きなメリット
があるが、フィードバック方法をさらに改善する必
要がある旨の報告があった。

Ｃ－17 社会科学系の学生を対象としたQGISとネ

ットワークを活用したGIS教育の実践

熊本学園大学　新村　太郎
QGISとネットワークを活用したGIS教育実践に関

する報告である。QGISを利用することで、ライセ
ンス数による受講制限がなくなり、LMSサーバにア
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クセスし、学修用のコンテンツ閲覧や課題の提出を
行うなど、効果的なGIS教育を行っており、受講者
がレポートや卒業論文作成時に、気軽にGISを活用
する可能性もできた旨の報告があった。

Ｄ－１ 主体的に学ぶ職業理解の講義方法

豊橋創造大学短期大学部　伊藤　圭一
高大連携事業の一環で高校での出前講義をする際

に、生徒に主体性を持たせる手段として、クリッカ
ーを使用することについての報告である。クリッカ
ーを使用することより、生徒が興味のない分野でも
回答すること自体に興味を持つことで主体性を維持
でき、高校と大学の学びの違いに気が付くことなど
効果がある旨の報告があった。

Ｄ－２ タブレットPCを活用した博物館見学の撮影

記録データによる学習分析

福山大学　高田　浩二
博物館や水族館を見学する際のペン入力ができる

タブレット端末活用についての報告である。入館者
が展示物を撮影した写真に撮影の理由や感想、発見
や気づき、疑問などを直接画面に文字情報として残
し、これらのデータを分析することで、学修履歴や
成果をデジタルポートフォリオとして活用できる旨
の報告があった。

Ｄ－３ 簿記・会計教育におけるアクティブ・ラー

ニング導入可能性〜授業評価データ分析に

基づく考察〜

北海学園大学　関　哲人
２年次の科目『株式会社会計』で、企業活動をモ

チーフにしたボードゲームを通じて、費用・利益を
コントロールしていくアクティブ・ラーニングを導
入についての報告である。受講学生の評価アンケー
トの分析の結果、履修目的や知識の関連付けや学修
意欲の確認でき、今後は、動機づけ理論と関連させ
た指導の検討をする旨の報告があった。

Ｄ－４ 基礎学力の把握及び格差減少に向けたmood le

を用いた入学前教育について

九州産業大学　石田　俊一
AO・推薦入試合格者に対し、入学前教育として

数学・国語の課題をMoodle上で課している。その結
果、一部の学部では格差が縮まり、学修状況を教員
が把握することで学生自身の学力はもとより、入学
前に除籍退学につながる恐れのある学生を発見する
ことができ、早期対応が可能となったとの報告があ
った。

Ｄ－５ 物理教育におけるMood leを活用した事後

学習の試み

千葉大学　藤本　茂雄
Moodleを活用した物理教育の支援システムの構築

として、講義科目においてMoodleの小テストをモジ
ュール利用した事後学習、実験科目におけるワーク
ショップモジュールを利用した事後学習環境の構築
を進めている。講義科目・実験科目ともに学生アン
ケートを実施し、それらの結果について報告があった。

Ｄ－６ 発表者欠席のため報告なし

Ｄ－７ アクティブラーニング全学導入にむけたICT

基盤の構築と実践

東京工科大学　安藤　公彦
全学でアクティブ・ラーニングが実施できるよう

に、全学的ICT基盤の構築と導入を行ってきた。オ
ープンソースであるMoodleと独自に開発した協調学
修支援システムの導入により、年間3,000を超える
講義用Moodleコースを自動で生成し、多くの講義で
Moodleのコースが活用されるようになった旨の報告
があった。

Ｄ－８ 自動車工学学習教材の開発を題材としたPBL

授業の実践

北海道科学大学短期大学部　亘理　修
正課の授業の中で、自動車工学の学びにつながり

ながら、総合的な学習経験を積ませるために、大掛
かりではないものづくり教育のためのPBLの教材と
してLEGOブロック活用の試みについての報告であ
る。この試みは、作動している状況が観察できるこ
と、手で動かすことができることに意義があり、学
生の理解度の向上にも繋がった旨の報告があった。

Ｄ－９ 民法の事例問題解決とICT活用

中央大学　執行　秀幸
民法の事例問題を解くとはどういうことか、民法

の事例問題を解く際の基礎とは何か、その基礎を身
につけるためにはどのようなことをどのように学ん
でいったらよいかについての報告である。基礎を学
ぶ際における、 iThoughという「マインドマップ
（思考整理）」アプリの有用性と活用法についても報
告している。

Ｄ－10 患者シミュレータとインターネットを活

用したセルフラーニング教材の開発

九州保健福祉大学　徳永　仁
患者シミュレータとインターネットを活用したフ

ィジカルアセスメント技術を学ぶためのセルフラー
ニング教材の開発についての報告である。この教材
は無償で利用でき、場所を選ばず、繰り返し閲覧・
使用できるため、医学・看護学生または医療従事者
にとって有益な学習教材になる旨の報告があった。

Ｄ－11 講義教室を使用する科目における授業支援

システムの活用

東京経済大学　黒崎　茂樹
LMSと授業支援ボックスの連携システムならびに

「白板資料」のLMSへの登録という実践について報
告である。学生が課題を手書きで行う特性を活かし
つつ、学生の教室外の事前・事後学修を促進し、学
生との双方性を高める授業実践である。学生数が多
くなると手書き課題の管理が教員の負荷になるが、
LMSを活用することでそれを低減できている旨の報
告があった。

Ｄ－12 多様な協働体制で実現する教育・学習支援

のあり方

帝京大学　宮原　俊之
授業をより効果的・効率的・魅力的なものにする

ための授業設計支援を行うことを目的とした教育方
法研究支援室の開室から１年半経過した状況の報告
である。アクティブラーニング対応教室の利用促進

事業活動報告
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を行うことで、教室環境が教員に授業を改善させ、
学生には主体的な学びを促進している旨の報告があ
った。

Ｄ－13 英語自習促進のためのクラウドサービスや

ブログの活用

大同大学　梅田　礼子
英語自習促進のために、Dropboxを活用して授業

資料を提供する取り組み、ブログを活用して単語の
解説と文法の補足をした取り組みについての報告で
ある。学生へのアンケートも行っており、その結果
から、利用促進へのヒントは垣間見ることができる
旨の報告があった。

Ｄ－14 問題解決の枠組みとICT活用力を育成する

プロジェクト演習の指導法の検討

日本女子大学　久東　光代
プロジェクト演習の授業改善を目的として、「情

報リテラシー教育のガイドライン（2015年度版）」
（私情協）の「問題解決の枠組み」と「見え方考え
方」を取り入れた教材案の検討過程と授業実践とそ
の評価結果について報告である。事前・事後調査か
らも一定の効果が確認できている旨の報告があっ
た。

Ｄ－15 BLEビーコンを活用した防災体験教育の環

境構築の試み

日本大学　谷口　郁生
BLEビーコンを活用した大学における危機管理の

一端として避難誘導あるいは防災体験教育に資する
環境構築についての報告である。BLEビーコンによ
り位置情報を取得し、その履歴を基に「見える化」
し、位置情報に応じたメッセージを如何にして提示
できるかを検証している旨の報告もあった。

Ｄ－16 受講生100人超の大講義での双方向性向上・

能動学習促進

神戸学院大学　植村　仁
100人超の大講義においてコメント集計システム

の活用による双方向性の向上と、選択問題投稿シス
テムの活用による能動的学習の促進についての実践
報告である。この取組により学生の要点把握の隔た
りを健在化でき、予習復習を促進だけでなく、誤解
を能動的に学生に把握させることができる旨の報告
があった。

Ｄ－17 幼保人材養成課程のための情報活用能力育

成カリキュラムにかかわる一考察

江戸川大学　波多野　和彦
幼保人材育成（幼児教育）にかかわる課程におけ

る情報リテラシー／情報教育の具体的な授業展開に
ついて報告である。作業課題を通して思考や態度を
アクティブ化するために、子どもの身の回りにある
危険を回避させるための教材作成や保育従事者とし
て教材の選定を行っていることなどの報告があった。

Ｅ－１ 「まちづくり」を支援する教育DVD作成の

構想

東海大学　新田　時也
「まちづくり」の事例のDVD作成に関する報告で

ある。地域の方とのミーティングに先立ち、事前に、

どこが問題で、どのような手法で「まちづくり」が
可能であるかを、様々な地域の「まちづくり」事例
をDVDで視聴し、比較することで、学生のモチベー
ションを高めることができる旨の報告があった。

Ｅ－２ 社会科学系学生がサポートする地域住民の

ための情報活用力向上プロジェクト

拓殖大学北海道短期大学　庄内　慶一
地域住民のための情報化活用能力向上についての

報告である。地域振興の方策として、提案する講座
「地域プロジェクト」科目において、学生が地域住
民の受講生をサポートして、教育効果を高め、アク
セシビリティを考慮したｅラーニングを用いること
で、地域住民の情報活用力の向上を図っている旨の
報告があった。

Ｅ－３ 地域伝統産品のブランド価値向上を目的と

したブログを中心としたPBL活動

金沢星稜大学　奥村　実樹
地域と関わるPBL型活動についての報告である。

ゼミナールの活動として、石川県金沢市の伝統産品
である「伝燈寺里芋」に関する販売促進を目的とし
た情報を、ブログを中心として情報発信している。
学生が外部と関わるプロジェクト型の教育活動は教
育効果のみでなく、どれだけ成功をおさめるかも問
われため、外部に必要な情報を提示できる能力も求
められる。これは、社会に出て仕事を行う際に必要
な能力であり、これらの能力の涵養にも役立つ旨の
報告があった。

Ｅ－４ PBL型授業での経験を振り返るための補助

ツール

摂南大学　水野　武
履修学生の「経験による学習」を促進させるため、

PBL型授業を中心とし日々の活動の履歴を容易に残
すためのツール「アクティビティログ」に関する報
告である。「アクティビティログ」の活用により、
日々の活動で経験した出来事に対しての印象や感
想、その経験で身に付いたスキル、その経験どのよ
うに活かすかなどの振り返りができ、学びを可視化
するだけでなく、学生と教員とのインタラクティブ
なコミュニケーションを実現させることができるこ
となどについての報告があった。

Ｅ－５ 日越合同のグループワークによる国際PBL

中央大学　飯尾　淳
ベトナムにおいて、日本とベトナムの学生で混在

させてグループを作り、グループごとのプロジェク
ト活動を行わせて、国際的な活動の経験を体験させ
る国際PBLに関する報告である。最終プレゼンテー
ションには、現地若手社員も同席し、社会人目線で
の厳しいコメントもあり、国際コミュニケーション
の体験が、今後グローバル人材として社会で活躍す
る際の大きな自信となることが期待できる旨の報告
があった。

Ｅ－６ 理学療法士養成課程の臨床実習におけるアク

ティブラーニングのためのICT活用の試み

聖隷クリストファー大学　田中　真希
理学療法士養成課程で、病院や施設でスタッフの

一員として診療に参加する臨床実習に関する報告で
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ある。実習では学生戸惑うことが多いことから、実
習前の学生に動作介助の演習を行い、タブレット端
末を用いて動画を撮影し、随時振り返りを行い、学
生が自分自身にとって必要なポイントをあげて、実
習中に学ぶべきチェックポイントを作成させてお
り、今後は、より臨床現場に即したチェックポイン
トを作成し、動画などを交えた学習システムの構築
を進めていく必要があることなどの報告があった。

Ｅ－７ 情報系クイズ問題作成の事前学修とTBLを

通して行う能動的な反転授業の効果と評価

京都女子大学　水野　義之
大学初年次に実施する情報リテラシー系の授業に

ついての報告である。学修者の予備知識や背景知識
の二極化が進み、学びを深めるための工夫として、
各単元の事前学修を前提としたクイズ問題の作成を
行わせ、クラス全員がお互いに全グループのクイズ
問題（抜粋）を閲覧・回答するための仕組みを活用
し、場を意識したコミュニケーション能力の重要性
も、体験的に理解させている旨の報告があった。

Ｅ－８ 価値創出を目指した問題発見・解決思考の

カリキュラム開発への予備調査

江戸川大学　神部　順子
本協会提案の「情報リテラシー教育ガイドライン」
到達目標Ｃについて、その授業案作成のため、大学
入学者の情報に関する知識・技能・態度を予備調査
と初等中等教育との関連についての報告である。調
査結果から、高校までのキーボード操作、プログラ
ミング教育等に大学での指導課題が見出された旨の
報告があった。

Ｅ－９ 教育環境におけるビジュアル系プログラム

言語とテキスト系プロフラム言語の活用事例

金沢工業大学　高　香滋
プログラム言語をビジュアル系（VP）とテキス

ト系（TP）に分類し、それぞれの特徴を生かした
プログラミングの実際を事例についての報告であ
る。VPは導入と使用が容易であり、TPは高度な構
造化が可能である。これらを経験し目的により使い
分けることでプログラミング教育の効果が期待でき
る旨の報告があった。

Ｅ－10 大学初年次情報教育における能動的学修

を目的としたAIオセロ教材および授業

崇城大学　杉浦　忠男
情報技術への興味を高めるために大学初年次の情

報授業の教材として独自開発のオセロゲームを取入
れた。授業ではグループワーク形式で戦略を検討さ
せ、グループ対抗オセロ大会を実施した。授業アン
ケートによれば、大会前に比し大会後では情報技術
への興味、興味と勝点の相関等が高まった旨の報告
があった。

Ｅ－11 海外研修航海のリアルタイム後方支援を可

能にするWebページの構築及び運用

東海大学　千葉　雅史
東海大学では大学所有の海洋調査研修船による１

ヶ月超の学生研修航海の実施に関する報告である。
通信事情から航海中の日本へのリアルタイムな情報

発信が困難で、このための管理要員確保と
WordPress採用の新たなWebページ公開によるリア
ルタイムに近い情報発信を可能とする改善案改善に
ついても報告があった。

Ｅ－12 音楽系大学通信教育の創作分野（電子音響

音楽）におけるICTの利活用

大阪芸術大学　泉川　秀文
電子音響音楽の創作におけるICT利活用の計画と

構想についての報告である。諸地域から老若男女が
集まる通信教育において、フィールドレコーディン
グを中心としたネイティブ性の高い地元の音楽素材
採取により、幅広く地域文化の発展に寄与する音楽
を創出し、地域文化の再評価と貢献に資する人材を
育成している旨の報告があった。

Ｅ－13 Push型SNS（LINE）を利用する大学生の

調査研究

秀明大学　田島　博之
教育現場へのLINEの取入れと必要となるポイン

トについての報告である。学生調査からLINE利用
は学生に浸透しているが、マナー違反や依存症等に
問題が見られる。LINEネットワークは既に広まっ
ており、そのリテラシーや倫理観の教育のためにも
教育現場にLINEを取入れ試行錯誤することが肝要
である旨の報告があった。

Ｅ－14 大学におけるICTを利用した英語学習の効果

駿河台大学　瀧口　晴美
自主的な英語学習を促すICT教材を活用した学習

方法についての報告である。リーディング授業とリ
スニング授業を、manabaによる授業外学習、グルー
プワークによる問題解答、解説とまとめで構成して
おり、学生アンケートでは、授業外学習の効果、動
機付けの向上、学習効果と試験成績の相関等が見ら
れた旨の報告があった。

Ｅ－15 SNSを利用した授業内容の管理

南山大学　周　錦樟
LINEのノート機能とスマホ用キャプチャソフト

の利用による外国語授業の改善報告である。スマホ
に格納した各種情報の提示と生で伝えるべき情報の
板書により授業を展開し、学生教員共それらをスマ
ホで撮影して、事後の授業分析と評価、自主学修、
試験題材等に活用することにより、学生の受講態度
が積極的になった旨の報告があった。

Ｅ－16 英語ブレンディッドラーニングにおけるス

パイラル的な教授方法と教員の役割

中部大学　小栗　成子
LL教室、CALL教室、LMS、e-Learning 等のICT

活用と対面授業・個別学修等をブレンドし、授業へ
の動機付け、コミュニケーションへの姿勢、専門領
域での英語運用をスパイラル的に向上させる教授方
法の実践報告である。外部英語能力テストのスコア
から多くの学生で英語基礎能力が向上した旨の報告
があった。

事業活動報告


